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（□はＩＴ本部関係者、〇は知的財産戦略本部関係者） 
 
 

〇 角川  歴彦 (株)角川グループホールディングス取締役会長 

（有識者本部員） 
 

〇 川上  量生 (株)ドワンゴ代表取締役会長 

（コンテンツ強化専門調査会委員） 
 
 

〇 妹尾堅一郎 NPO 法人産学連携推進機構理事長 

（競争力強化・国際標準化専門調査会会長） 
 
 

〇 中村伊知哉 慶應義塾大学大学院メディアデザイン研究科教授 

（コンテンツ強化専門調査会会長） 
 

□ 野原佐和子 株式会社イプシ・マーケティング研究所代表取締役社長 

（有識者本部員） 
 

□ 三浦    惺 日本電信電話株式会社代表取締役社長 

（有識者本部員） 
 

□ 村井   純 慶應義塾大学環境情報学部長 

（有識者本部員） 

□ 安井  秀行 ＮＰＯ団体 アスコエ代表 

（電子行政に関するタスクフォース構成員） 

 

資料１ 



 

ＩＴ戦略本部・知的財産戦略本部有識者会議の議題（案） 

 

 

 

１．コンテンツや情報通信技術に関する新ビジネス・新市場の創出 

・クラウド型サービスのための環境整備 

・電子書籍の本格的な市場形成 

・コンテンツ強化のためのプラットフォーム等に関する環境整備

（国際標準化戦略を含む） 

  

２．教育の情報化・人財の育成 

・教育の情報化の推進 

・人財の育成 

 

３．ＩＴ防災ライフラインの構築・電子行政の推進 

資料２ 
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2012 年 5 月 10 日 

 

IT 戦略本部・知財戦略本部有識者会議に際して 

 
知的財産戦略本部員 角川歴彦 

 

１．コンテンツや情報通信技術に関する新ビジネス・新市場の創出 
・ クラウド型サービスのための環境整備 ⇒３.で述べます 

 

・ 電子書籍の本格的な市場形成 

⇒出版者への権利付与に向けて法制度の整備を 

 近い将来、出版市場の 25%を占めるまでに成長すると言われている電子書籍市場。

Amazon, Google, Apple などの米国巨大 IT 事業者も日本市場への進出を検討して

いるが、Apple は独自の審査を行いクールジャパンコンテンツに理解が無く、

Google は図書館問題に揺れ、Amazon はすでにリアル書籍で日本の出版社を相手

に 1 位～2 位の取引高になっている。 

 これらの事業者の論理で日本の市場が蹂躙されてはならない。万が一そうなって

しまうと、健全な電子書籍市場の形成に禍根を残すのではないかと危惧している。 

 出版者に一定の権利を与え、著作者の権利を保護しながら出版者による健全な著

作物の活用を促進することがいま必要な環境になっている。新しい権利の創設は困

難な道のりだが、国民の利便性向上なども考え、国益の観点から法制度を整備する

ことが必要だ。 

 また新しい権利の法制化は、「映画の盗撮の防止に関する法律（映画盗撮防止法）」

が ACTA の交渉の後押しになったように、日本の知財戦略が世界標準として発信さ

れていくことにもつながる。 

 

・ コンテンツ強化のためのプラットフォーム等に関する環境整備 

⇒国会図書館デジタル化の推進と管理機構の設立を 

 国会図書館のデジタル化は高く評価でき、国が引き続き推進していく必要がある。

一方、そのデジタルデータをネットを通じて地方図書館や公共図書館に配信し、無

料で地域住民に提供されてしまうと、出版界は壊滅的な打撃を受ける。長尾・前館

長からは集中管理機構創設の提案もあり、当初は及び腰だった出版界も、複写権セ

ンターの成功や出版デジタル機構の設立などもあり、集中的に権利を管理すること

についての合意形成がなされつつある。「広く・あまねく・安価に」国民が著作物

を利用できるための管理機構の設立について、引き続き国の支援をお願いしたい。 

 

CS798758
テキストボックス
　
  資料３－１ 角川本部員提出資料
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⇒TPP 交渉の知財分野は本部に下ろし、また主体的活用を 

 TPP の重要な分野にとして知的財産の分野がある。今後の交渉において国内法体

系からみてバランスを欠いた要求が出たときには、外交の場で決めるのではなく、

知財本部や IT 本部に一度下ろしてほしい。他国からの要求が、国内知財関連法を

良い方向への改正へつながるのなら良いが、パッチワーク的に歪んだ形になると悔

いが残る。 

 また、日本から TPP 交渉参加国に対して要求していくことも検討して欲しい。

クールジャパンを支えるコミック・アニメ・音楽・映画といったコンテンツが、ア

ジアやアメリカに進出していくことに TPP が貢献すれば、権利者や国民に TPP 賛

同者が増えていくのではないか。 

 

２．教育の情報化・人財の育成 
・ 人財の育成 

⇒ボーンデジタルのコンテンツ産業・クリエイターの育成が必要 

一人３台以上の情報端末を保有し使いまわすことが当たり前の時代が到来した。

iPad の発売は衝撃的だった。まさに事実として「一億総クリエイター」の時代に

入った。600 年間続いたグーテンベルク的著作物の時代から、新しい著作物・コン

テンツが容易に生まれてくることが可能な時代へと変わった。「ボーンデジタルコ

ンテンツ」と呼ばれるこれらのコンテンツは、ネットを活用することでやすやす

とユーザーへ広がっていく。新しいボーンデジタル著作者も登場している。海賊

版の被害から彼らを守り、新たな時代のクリエイターとして育成していく仕組み

が必要となっているのではないか。 

 

３．IT 防災ライフラインの構築・電子行政の推進 
⇒東雲プロジェクトの推進を 

 かつて日の丸クラウドサービス「東雲プロジェクト」を提唱したが、技術もさらに

進展して具体化できる環境になってきた。マイナンバー制度がそれを支える基盤とな

る。現在、地方自治体がそれぞれ行政サービスにクラウドを利用しているが、国がよ

り大きな行政クラウドサービス構想を打ち出して、地方へ業務を移管する地方分権の

流れと、地方自治体も参加しての国家事業としての日の丸クラウドサービス構築を連

動させたい。 

 この東雲プロジェクト構想には巨大な投資が必要となるが、クラウドサーバー基地

を寒冷地である岩手県や北海道などに置けば、震災復興や地方振興にもつながってい

く。 
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４．その他 
⇒知的財産推進計画 2012 の確実な実行を 

現在骨子が完成した知的財産推進計画 2012 は、非常に革新的かつ意欲的な内容だ。

ぜひ確実に実行をお願いしたい。 

 

以上 



創造・表現大国への提案 
中村伊知哉 

 
フロンティア領域の例： 
  宇宙空間、 
  ミクロ空間（ナノ・バイオ）、 

  バーチャル空間。 

このうち私はコミュニケーション、表現、創造の

観点から、バーチャル空間＝メディア、IT に着目

し、私案を提示する。 

 
 
 
 クリエイティビティ、 
 コミュニケーション、 
 コミュニティを活性化したい。 
  

このため、 
1)ネットワーク基盤の整備 
2)若い世代の創造力の増強 
3)新しい文化の形成 
の 3 分野＝ 
1) ネット・2)キッズ・3)ポップに 
政策資源を集中投下する。 

 
政策目標は、３つ。 
1) 日本を世界一の 
 デジタルネットワーク列島にする 
2) 日本を世界一の 
デジタル教育環境にする 

3) 日本を世界の 
ポップカルチャーの本場にする 

CS798758
テキストボックス
　
  資料３－２ 中村会長提出資料



1) 日本を世界一のデジタルネットワーク列島にする 
ネットワークの整備、新メディアの開発、
コンテンツ制作基盤の構築などハード・
ソフト両面の開発整備を通じ、情報を生
産・流通・消費する環境を整える。 
マルチスクリーン、クラウドネットワー
ク、ソーシャルサービスといったデバイ
ス、ネットワーク、サービスの 3 面にわ
たる世界的メディア構造の変化に対応し
た新環境を提供する。 

 
■個別目標例１ 
 紙・CD・DVD などのパッケージを 
 使わずに済むようにする。 
  コンテンツの通信・放送流通比 40％を 

  75％程度まで高める。 

  買い物は全てケータイでできるようにする 

 （電子商取引の進展）等の指針もあり得る。 

 
■個別目標例 2 
 どこにいても緊急情報が得られるようにする。 
  デジタルサイネージ等の新メディア産業を  

  1 兆円規模に拡大すべく基盤を整備する。 

  役所や病院の事務を全オンライン化する 

 （公共分野の情報化）等の指針もあり得る。 

 
■政策＝新しい IT 戦略の構築 
 内容例 
・ NHK のコンテンツを全世界にネット配信することを義務づける 
（放送法改正） 

・ 周波数オークションの収益を新メディアの開発やコンテンツ制作に投入する 
（電波法改正） 

 



2) 日本を世界一のデジタル教育環境にする 
 
 
日本の子どもたちが 
世界最高のデジタル環境で 
学べるようにする。 
 
 
 

 
■個別目標例１ 
 全ての子どもがデジタル教科書で 
 学習できるようにする。 
   1000 万人の子ども向けに 

   教材、端末、ネットワークを総合配備する。  

 
■個別目標例 2 
 誰もがアニメを作れて 
 作曲ができるようにする。 
 一億総クリエイターが日本の強み。 
   年間 35 万人の子どもがデジタル創作活動に 

   参加できるよう機会を創出する。 

 
 
■政策＝政府方針の 5年前倒し 
 内容例 
・ 全科目デジタル教科書の制作、一人一台情報端末の配備、全教室超高速無線 LAN
の整備を 2015 年までに実現する 
（教育情報化基本法策定） 

・ デジタル教科書を正規教科書とするよう制度改正する 
（学校教育法等改正） 

・ 上記のための予算措置（地方財政措置の実施率上昇を含む）を講じる 



3) 日本を世界のポップカルチャーの本場にする 
 
アニメ、マンガ、ゲームなどのコンテンツに
加え、ファッション、デザイン、食、サービ
スなどを含む「クールジャパン」の魅力が永
続的に発揮できる環境を整える。  
 
 
 

■個別目標例１ 
 日本の全てのコンテンツが世界中から 
 アクセスできるようにする。 
   コンテンツの国内市場に対する海外収入比を 

   5％から 10％に引き上げる。 

■個別目標例２ 
 ポップクリエイター志願者が 
 日本に留学するようにする。 
   留学生 30 万人のうち 5万人が 

   コンテンツについて学べる高等教育機関を整備する。 

  
■政策＝政策プライオリティの上昇 
 内容例 
・文化省を創設する 
 （総務省設置法等改正） 
 
創造・表現大国に向けた目標と制度措置 
 1) 日本を世界一のデジタルネットワーク列島にする 
   NHK のコンテンツを全世界にネット配信することを義務づける（放送法改正） 
   周波数オークションの収益を新メディアの開発やコンテンツ制作に投入する（電波法改正） 
 2) 日本を世界一のデジタル教育環境にする 
   全科目デジタル教科書の制作、一人一台情報端末の配備、全教室超高速無線 LANの整備を 
   2015 年までに実現する（教育情報化基本法策定） 

    デジタル教科書を正規教科書とするよう制度改正する（学校教育法等改正） 
  3) 日本を世界のポップカルチャーの本場にする 
   文化省を創設する  （総務省設置法等改正） 
 



IT 戦略本部・知的財産戦略本部有識者会議にあたっての意見 

 

2012 年 5 月 10 日 

株式会社イプシ・マーケティング研究所 

代表取締役社長  野原 佐和子 

  

 

●イノベーションを促すための法制度・規制の見直し及び改革を推進 

 

財政、社会保障、行政改革といった難題が山積しているが、このような時だからこそ、

イノベーションを促進し、成長につないでいくことが重要であり、そのための人材育成や

起業しやすい環境作りが必要である。  

私は、IT 戦略本部の「情報通信技術利活用のための規制・制度改革に関する専門調査会」

会長として、昨年 3 月、IT 利活用を促進するための規制・制度改革のための対処方針を取

りまとめた。 

IT 関連の規制を見直す際には、IT がグローバルな競争環境下で技術変化のスピードが速

く多様なサービスを提供するものという特性を踏まえ、規制等がイノベーションを阻害し

ないこと、また、最新の情報をもとに IT 専門家を加えて速やかに検討を行うことが極めて

重要である。 

高度情報通信ネットワーク社会に相応しいイノベーティブな環境となるように、省庁横

断的な法制度・規制の見直し・改革を積極的に推進すべきである。 

 

●フェアユース・教育の情報化 

 

上記の専門調査会では、以下のような知的財産戦略に関連する項目が検討された。 

 

① イノベーションを促進する著作権制度のあり方（フェアユース） 

わが国の著作権法は、著作物を利用する権利を著作者等に排他的に与える一方で、私的

使用目的での複製等一定の場合は著作権等を制限する規定を個別具体的に列挙するこ

とによって、権利の保護と著作物の公正な利用とのバランスを図っている。しかしこれ

では、個別に規定を整備するのに時間がかかるため、権利侵害を危惧し新規ビジネスが

萎縮しやすく、イノベーションを阻害してしまう。 

クラウド型サービスは言うまでもなく、イノベーションを促すためにも、IT の進展や

社会の変化に応じた制度の見直しが必要である。 

 

 

CS798758
テキストボックス
　
  資料３－３ 野原本部員提出資料



② デジタルネイティブ世代を前提にした教育のあり方（教科書の電子化） 

携帯電話、スマートフォン、タブレット端末等が普及し、ネットを通した情報収集やコ

ミュニケーションが日常化している。教育の場に IT の進歩を取り入れ、積極的に活用

していく必要がある。 

しかし、現行制度では、教科書は紙媒体を前提にしているため、デジタル教科書・教材

の導入には著作権の取り扱いが課題となっている（デジタル教科書への利用許諾は紙媒

体とは別途必要。校内 LAN サーバに蓄積するコンテンツは「授業の過程」とみなされ

ない等）。デジタル教科書は教科書検定制度、義務教育諸学校の教科書無償給与の対象

外である等教科書制度の問題もあり、教育現場での利活用推進も必要である。 

さらに、教科書・教材をデジタル化するだけでなく、IT の特性を活かした新たな教科

書・教材の開発が進み、教育の質向上につながるように、様々な環境整備が重要である。 

 

●公共データの活用による新サービスの創出 

 

ビジネスチャンスを広げ、イノベーションを起こしていくためには、社会全体でデータ

の流通・利活用を促進していくことが重要である。公共データのオープン化による新サー

ビス創出にも大きな期待を寄せている。 

公共データの利活用を推進するためには、ライセンスの取り扱いを含め、情報に関する

ポリシーの策定、標準化のアプローチ等、組織横断的な基盤の整備が必要である。 

 行政の保有するデータについては、マシンリーダブル化、行政著作権処理のルール化、

個人情報・企業情報の利用ルール作り等、データの民間利活用に関する基本ルールを整備

し、民間利活用の原則自由な環境を作るべきである。 

 

●まとめ 

 

 イノベーションの促進、デジタル化を前提としたコンテンツ流通促進の環境整備のため

には、著作権の取り扱いは分野横断的で重要な課題である。知的財産戦略本部の重要な役

割として、積極的な検討・議論をお願いしたい。 



日本のインターネットハブ戦略

株式会社ドワンゴ
代表取締役会長 川上量生

1
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資料３－４　川上委員提出資料



ネットを通じた日本文化の海外への浸透について

◆ 初音ミクなどのVocaloid、東方など日本のネットで

人気のキャラクターが海外でも人気、知名度を盛っ
てきている。

– 例： ジャパンエキスポでのコスプレの半分はネットでの有
名キャラクター。

◆ 日本のアニメは海外の動画サイトでも人気コンテン
ツとなっている。（多くは違法アップロード）

現地のテレビ放送経由の日本文化からネット経由へ

2



3

ネット経由の日本文化の海外進出のメリット

◆ 低コスト。国内にサーバを置くだけで世界中にアク
セス

◆ 零細な企業でも海外進出が可能になる。

– 例）国内でも楽天などのインターネットによるECサイトの

登場により地方の零細企業や商店が全国を販路にする
ことによる活性化がおこなわれた。同様のことが世界相
手にできる可能性がある。
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ネット経由の海外進出の障害

◆ 日本のサーバにあるコンテンツを海外のユーザから
見るときのネットの回線品質が悪い。

◆ ホームページが表示されるのが遅い。コンテンツの
ダウンロードの時間がかかる。通信が安定しない。

– 帯域幅の問題。レイテンシの問題。現地プロバイダによる
海外回線のトラフィック制限。

海外から日本のネットへの回線品質を世界一にするべき
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現状、発生している問題の例

◆ ニコニコ動画の例
– 台湾でニコニコ動画が人気サイトになったときに日台間のインター

ネット回線がパンク。中華電信によりアクセス制限が行われて1日の
うち8時間しか見れなくなり、ブームは収束した。

（現在、ドワンゴでは中華電信から専用の帯域を購入する交渉をおこ
なっているが、一般のコンテンツ企業だと解決は困難）

◆ アニメ会社の例
– 海賊版対策で日本のテレビ放映と同時に海外で無料配信を現地の

動画サイトと協力しておこなっている。

本当は日本のサーバにアップロードして見に来ればいいのでは？
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海外への日本からの情報発信を支援すべき

◆ 本来、国境の壁を越えてビジネスチャンスを増やせ
るはずのインターネットにおいて、回線の問題がネッ
トの世界の非関税障壁となっている。

◆ 今後はリアルの世界でのモノやお金、サービスなど
の流通における自由貿易だけでなく、ネットの情報
の自由貿易を促進していく必要がある。

海外との回線環境の整備が一番の基本である
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なぜ国家が支援する必要があるか？

◆ 現状の市場原理にまかせると各国のプロバイダは
費用のかさむ日本含む海外との通信環境の整備は
国内よりも優先度が落ちる。だから必要最低限しか
おこなわない。

◆ クラウド時代に日本にサーバを持つ戦略には、日本
にサーバを置くほうがもっとも通信環境的にメリット
があるという状態を構築することが必須。

◆ 日本の競争力あるサブカルチャーコンテンツの担い
手の多くは企業としては零細であり、単独での海外
進出は難しい。
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具体的な解決のために必要なこと

◆ 現実のトラフィックに対して帯域が足りているかどう
かではなく、海外の個々のユーザにおいて必要な帯
域と低遅延が確保されているかをモニタリングして、
それぞれの国内並の通信速度を確保することを目
標にする。

◆ 日本のプロバイダ、海外の有力プロバイダ間で日本
との国際回線により加算される追加コストについて
補助をする。



ＩＴ戦略本部・知財戦略本部有識者会議 意見書 
村井純 

 

1. デジタルコンテンツ流通基盤のグローバルで客観的な指標の確立 

 

ブロードバンドストリームのサービスやコンテンツ流通に必要なインターネット性能の、

利用者やマーケット視点の統一的で正確な指標が無い。（ITU のブロードバンド指標などは、

国毎の環境の指標で産業としてのサービス展開の目安にはならない。） 

個人利用者は JAVA などの測定ソフトウェアをダウンロードして、自らのインターネット

の性能を知ることができる。また、その結果を SNS 的に共有するサイトもある。しかし、

産業環境としては、どの地域でどの程度のサービスが可能かを知る標準的な方法を確立す

べきである。そして、その継続的な測定を続けることが重要である。例えば、東南アジア

各国のインターネットの性能を継続的に測定出来れば、我が国のコンテンツサービス産業

の国際展開に貢献し、コンテンツそのものの展開にも貢献する。「日本はブロードバンド大

国」という意味も、IT 戦略 10 余年を経て、より詳細に、正確な指標を確立し、目標設定を

定め、政策として推進すべき。 

 

2. デジタルコンテンツ流通基盤のアーキテクチャ構築に関する積極的、できれば、リーダ

ーシップとして関与 

 

デジタルコンテンツはグローバルに流通する。高価値のコンテンツが流通するためには、

認証、暗号、コンテンツ流通モデル、そのためのプロトコル、予想される基盤やデバイス

などのコンテツ流通システム全体の構造に対して、１）先進国であり、２）グローバルに

矛盾がなく、３）責任主体であり、４）常に最先端（いつまでもハリウッドモデルではな

い）をリードする、ことが重要である。これらの点は、IT 産業技術と知財の融合アジェン

ダである。 

 

3. IT 関連のグローバル標準、国際標準への貢献 

 

インターネット上で展開する IT 技術は本質的にグローバル環境が守備範囲となる。そして、

常に新しい課題が発生しその解決方法が（特許などでの保護技術でなく）国際標準（デジ

ュール標準のみでなく、デファクト、マーケットフォーラム標準を含む）として基盤化す

る速度が早い。産業やコンテンツはこの発展し続ける基盤で流通する。常に日本のコンテ

ンツ産業が優位性を確保するためには、日本の IT 技術基盤が先端性を持ち、優良な利用者

が確保され、そのフィードバックが高度な技術への展開を実現する。その結果がグローバ

ルな国際標準へと結実するための体制を整備し、継続的に貢献し続けることが重要である。 

CS798758
テキストボックス
　
  資料３－５ 村井本部員提出資料



 

4. デジタル時代の職人芸、伝統芸、日本文化 

 

少子高齢化の進む我が国で、職人芸、伝統芸、日本文化が伝承と発展が持続することは困

難となってきている。一方、IT 技術は、本質的に人間の知の保存や共有を支援する技術で

あり、IT 技術が具体的にこれらの伝承を実現するための取り組みが重要である。農業、芸

能など、従来 IT 技術が十分活用されていなかった領域で、IT 技術を活用し、職人芸が正確

に安全に共有され、デジタル知財化される試みが成功し始めている。例えば、デジタル知

財化された農業は、我が国の農業の伝承や発展に貢献するばかりでなく、我が国の優れた

農業が海外に産業として展開する可能性も生み出す。別の例では、我が国の優れた出版技

術をデジタル化し、我が国のみならず、グローバルな電子出版の基盤と確立すれば、日本

の書物は発展を続け、出版技術から生まれるコンテンツも、グローバルに展開する。 

 

5. IT 防災、減災、そして、災害復旧、復興の知財化とグローバルな展開 

 

２０１１年の災害の経験は IT 基盤が確立した後の大災害としてその対応が世界からも注目

されている。災害後のみならず、そもそも、我が国の災害予知環境の発展も優れた IT 技術

によるところが大きい。生活基盤としてのインターネット環境を前提とした災害の経験も

した。２０１１年の経験について、負と正の両面からの評価と、そこからの次の災害への

準備も着実に進行している。これらの統合的にガイドラインとしてとりまとめ、その要素

技術を統合的に集積し、継続的に発展させる体制を確立すべきである。そして、その内容

は必ず世界全体に大きく貢献する知財として発展する。 

 

以上。 
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「知的財産推進計画２０１２」骨子・抜粋 

 

（１）コンテンツや情報通信技術に関する新ビジネス・新市場の創出 

 

○クラウド型サービスのための環境整備 

（クラウド型サービスのための環境整備） 

・ クラウド型サービスの環境整備については、スマートフォンやタブレット端

末といった複数の情報端末での同一コンテンツの利用が進んでいることも

踏まえ、新ビジネス・新市場の創出の観点を含め、著作権制度上の私的複製

や間接侵害の範囲の明確化とも関連した法的リスクの解消を含む課題の整

理・検討を行い、必要な措置を実施する。 

（７つの特定戦略分野における国際標準化戦略の実行） 

・ 産業競争力強化のために次世代の産業モデルを踏まえて改訂された国際標

準化戦略を実行するとともに、各特定戦略分野における国際標準化活動の自

律的展開に向け、進捗・効果を継続的に確認する。また、新たな特定戦略分

野の選定を検討する。 

 

○電子書籍の本格的な市場形成 

（電子書籍の本格的な市場形成） 

・ 電子書籍の流通促進と出版物に係る権利侵害への対応を図るため、「出版者

への権利付与」に関し、電子書籍市場に与える影響や法制面における課題に

ついて検証・検討し、必要な措置を実施する。 

・ オープン型電子出版環境を実現するため、電子書籍交換フォーマットの標準

化や国内外での普及促進を図る。また、閲覧フォーマットとして日本語への

拡張仕様を採用したＥＰＵＢ３.０の我が国への普及促進を進める。 

・ ボーンデジタルを含む電子書籍市場の基盤形成を図るため、民間事業者によ

る協同の取組に対する支援を通じて、著作物のデジタル化やコンテンツ流通

を促進する。 

（コンテンツのアーカイブ化とその活用促進）  

・ 国立国会図書館のデジタル化資料について、公立図書館などへの配信のため

の著作権制度上の措置を行うとともに、家庭などへの配信に向けた著作権処

理の促進に当たり課題となる事項の整理などを行うための事業を実施し、所

要の措置を講ずる。 

 

 

参考資料１ 
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○コンテンツ強化のためのプラットフォーム等に関する環境整備（国際標準化

戦略を含む） 

（プラットフォームの環境整備） 

・ テレビ放送の視聴に加え、インターネットを経由した双方向の映像視聴や各

種サービス・アプリケーションの利用が可能となる、いわゆるスマートテレ

ビに関して、各種の実証実験を通じ、我が国が先行して主導的な役割を担え

る領域を中心に技術規格を標準化し、国内外への普及を促進する。 

（７つの特定戦略分野における国際標準化戦略の実行） 

・ 産業競争力強化のために次世代の産業モデルを踏まえて改訂された国際標

準化戦略を実行するとともに、各特定戦略分野における国際標準化活動の自

律的展開に向け、進捗・効果を継続的に確認する。また、新たな特定戦略分

野の選定を検討する。 

 

 

（２）教育の情報化・人財の育成 

○教育の情報化の推進 

（教育の情報化の推進） 

・ 児童生徒１人１台の情報端末によるデジタル教材の活用を始めとする教育

の情報化の本格展開を目指し、義務教育段階における実証研究を促進する。 

・ 2011 年度から順次実施される新しい学習指導要領に基づき、学校教育におけ

る情報モラル教育（情報社会で適切に活動するための基となる考え方や態度

を身に付けるための教育）や、コンピュータや情報通信ネットワークなどの

情報手段を適切かつ実践的、主体的に活用できるようにするための学習活動

に関する取組を推進する。 

 

○人財の育成 

（ＩＴ人財の育成） 

・ 情報技術を活用して社会の具体的な課題を解決できる人財を育成するため、

大学や産業界による全国的なネットワークを形成し、実際の課題に基づく課

題解決型学習を含む実践的な教育を推進する。 
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「知的財産推進計画２０１２」骨子 

 

 

Ⅰ 情勢変化と知的財産戦略の新たな挑戦 

１．グローバル・ネットワーク時代の世界の潮流と日本 

２．知的財産戦略本部のこれまでの取組 

３．新時代に立ち向かう知的財産戦略の新たな挑戦 

Ⅱ 国際競争力強化に資する２つの知的財産総合戦略 

１．知財イノベーション総合戦略 

２．日本を元気にするコンテンツ総合戦略 

Ⅲ 戦略実施の工程表（附表） 

＜参考１＞クールジャパン関係施策一覧 

＜参考２＞知的財産推進計画２０１１の実施状況 

＜参考３＞最近の知的財産戦略の８大成果 
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Ⅰ 情勢変化と知的財産戦略の新たな挑戦 

 

１．グローバル・ネットワーク時代の世界の潮流と日本 

 

ダイナミックな世界の変化は更に加速している。国境を超えて

情報、資金、物、技術、人が、より自由に素早く往来するボーダー

レス化が進み、高速インターネットでシームレスに世界がつなが

る「グローバル・ネットワーク時代」が到来していることは、「知

的財産推進計画２０１１」で指摘したとおりである。世界に向け

て発信された情報は、瞬時に地球の隅々まで届き、ネットワーク

上で多くの人と人がつながるだけでなく、家電製品や自動車と

いった様々なモノまでつながり始めた。こうした「つながり」を

通じて世界を変革する「グローバル・イノベーション」は、一層

スピードを増している。同時に、イノベーション創造の仕組みも

変化し、世界の多くの参加者による無数のチャレンジの組合せか

ら無限の可能性を引き出す「オープン」、「グローバル」、「フラッ

ト」なシステムとなり、莫大な価値創造機会を生みだしている。

こうした流れの中で、知財戦略の焦点は、プロパテントからプロ

イノベーションに移行しており、従来の技術至上主義の発想から

脱却し、まず全体システムを構想して要素技術は世界中から最適

調達し、機敏にグローバル・ビジネスを展開する「事業起点モデ

ル」の存在感が高まっている。これに伴い、知財マネジメントも

高度化・複雑化し、従来とは異なる飛躍が求められる。例えば、

スマートフォンやタブレット端末に関し、グローバル企業間では

単純な特許紛争ではなく意匠や著作権も含む激しい「知財戦争」

が繰り広げられている。そこでは、特許・実用新案、意匠・商標、

著作権、トレードシークレット、ノウハウはもとより国際標準や

アンチトラスト対応も含む全ての知財ツールを駆使する「多次元

的（multi-dimensional）」な知財マネジメントが欠かせない。 

一方、日本経済をみると、欧州の金融不安や新興国の台頭に加

え、昨年の未曾有の東日本大震災、歴史的な円高、タイの大洪水

が重なり、極めて厳しい状況にある。日本が新たな時代に対応し、

世界をリードする国家の姿を示さなければ、これまで築き上げた

国際的地位を損ねることにもなりかねない。他方で、エネルギー・

地球環境問題が世界的な重要課題となる中で、日本が先導し、貢

献できる分野は多い。また、日本のものづくり産業は、東日本大



3 
 

震災の甚大な被害から急速にサプライチェーンを立て直し、世界

から驚きと称賛を得ている。さらに、我が国は、文化を大切に継

承し、自由な発想・表現ができる成熟社会を実現して、優れたコ

ンテンツを育む豊かな土壌を備えている。映像や音楽といった我

が国のコンテンツは、強い国際競争力を持つ優れた知的財産であ

り、長い歴史が培った文化を背景に諸外国の人々の心に訴える深

みと豊かさを有している。製品や情報が素早く世界に普及・伝播

する時代だからこそ、個性豊かな文化の香りを届けるコンテンツ

への興味は格段に高まっている。例えば、ストーリー性豊かな日

本のアニメは海外でも大人気であり、クールジャパンに代表され

る日本の美意識や優れた文化的伝統は、世界で多くの共感を得て

いる。こうした日本文化が詰まった魅力的なクールジャパンの海

外展開やコンテンツ特区も活用した訪日機会の増進を通じて、我

が国への興味、関心や憧れを涵養することで、関連産業の振興や

経済の活性化とともに、官民の対外活動での日本の存在感と発言

力を高める「ソフトパワー」を強化することができる。加えて、

クラウドコンピューティング、ソーシャルメディア、携帯端末、

電子書籍など、次々に新たなビジネスモデルが登場してくる中で、

日本独特の繊細な感性を活かして利便性と信頼性を両立させるこ

とで、新たなビジネスチャンスを創造できるはずである。 

 

２．知的財産戦略本部のこれまでの取組 

 

今から 10 年前、2002 年の通常国会で、総理自ら、「我が国にお

ける研究活動や創造活動の成果を知的財産として、戦略的に保

護・活用し、我が国産業の国際競争力を強化することを国家の目

標」とし、「知的財産戦略会議を立ち上げ、必要な政策を強力に推

進」すると宣言した。知的財産戦略会議で、「知的財産戦略大綱」

を取りまとめ、日本が「知的財産立国」で再び立ち上がることを

目指した。その後、異例のスピードで同年中に知的財産基本法が

制定され、翌 2003 年、総理を本部長とし、すべての閣僚と総理が

任命する有識者から構成される「知的財産戦略本部」が内閣に創

設され、一つの府省では実現不可能な大きな課題に取り組んでき

た。行政と司法が連携して知的財産高等裁判所を設立し、主要大

学に知財本部を置き、任期付審査官の大量採用を通じて特許審査

に要する時間は飛躍的に減少した。Ｇ８サミットで「偽造品の取
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引の防止に関する協定（ＡＣＴＡ）」の必要性を提唱し、偽造品撲

滅への国際協力が始動した。 

2010 年からは、各府省の政務クラスによる企画委員会、有識者

による「知的財産による競争力強化・国際標準化専門調査会」、「コ

ンテンツ強化専門調査会」、「国際標準化戦略タスクフォース」及

び「知財人財育成プラン検討ワーキンググループ」並びに関係府

省による「クールジャパン推進に関する関係府省連絡会議」及び

同幹事会を設置して、官民の知恵を総結集し、政治・行政の重層

的体制で戦略の構築と実行を進めている。その基本文書が「知的

財産推進計画２０１０」及び「知的財産推進計画２０１１」であ

り、「どの府省が」、「いつまでに」、「何を」実施するかを工程表で

明記し、多岐にわたる戦略を着実に実行し、成果を挙げている。 

最近の主な成果は、次の８つである（詳細は参考３参照）。第一

に、産業競争力の再強化のため、日本政府として初めて７つの最

重要分野（先端医療、水、次世代自動車、鉄道、エネルギーマネ

ジメント、コンテンツ・メディア及びロボット）の国際標準化戦

略を策定した。第二に、クールジャパンを世界に向けて強力に打

ち出すため、従来各省で実施していたコンテンツ支援施策に食や

観光などを加え、政府として統一的に進める体制を構築した。第

三に、「偽造品の取引の防止に関する協定（ＡＣＴＡ）」について、

東京会合で大筋合意し、東京で署名式を開催した。また、東日本

大震災から復興中の仙台でＡＣＴＡシンポジウムを開催した。第

四に、中小企業の特許出願を支援するワンストップ相談窓口を全

国 47 都道府県に設置し、支援体制を整えた。第五に、映像コンテ

ンツ権利処理機構による権利処理を開始し、放送番組の電子配信

を加速するとともに、電子書籍普及を目指す出版デジタル機構の

設立を決めた。第六に、コンテンツの海外展開を支援する All 

Nippon Entertainment Works を設立した。第七に、刑事裁判で営

業秘密を秘匿できるよう不正競争防止法が改正され、また、特許

のライセンスを受けた者が事前登録なく差止請求に対抗できるよ

う特許法が改正された。第八に、特許制度の国際調和を進めるた

め、当本部の創設当初から欧州とともに米国の特異な先発明主義

を改めるよう働きかけてきた結果、ようやく世界と調和する先願

主義に移行する画期的な米国特許法改正が成立した。 

知的財産戦略本部は、これまで総理のリーダーシップの下で大

きな課題に取り組み、様々な成果を挙げ、世界の模範となってい
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る。その例として、韓国では昨年に知識財産基本法を制定して国

務総理を委員長とする国家知識財産委員会を新設し、任期付審査

官の採用を開始している。また、中国では 2008 年に国務院が「国

家知的財産権戦略綱要」を公布し、戦略実施省庁間連絡会議を通

じて実行する一環として、審査官が約 4000 人に増員され、2015

年には 9000 人まで増員される予定である。このように、当本部の

取組は、現に世界をリードしており、今後も引き続き新しく困難

な課題に立ち向かっていかなければならない。 

 

３．新時代に立ち向かう知的財産戦略の新たな挑戦 

 

グローバル・ネットワーク時代に我が国の国際競争力を高める

ためには、知的財産戦略においても、新たな変化に即した新たな

発想と手法が求められている。同時に、東日本大震災から日本が

再び立ち上がり、世界で輝く上でも、知的財産戦略が果たす役割

は引き続き大きい。こうした要請に応える知的財産戦略の大きな

柱としては、国際標準化を視野に入れつつ最先端の人財育成を含

む知財システムの強化とともに、我が国の魅力的な知的財産とし

てのソフトパワー活用が極めて重要となっている。 

 

第一に、「知財システムの強化」に関しては、特許の国際的な勢

力地図に変化がみられる。中韓など非英語特許文献が急増し、グ

ローバルに活動する企業にとって世界市場での周到な特許戦略が

重要となっている。さらに、中小企業や鉄道、水、医療など近年

急速に海外展開に取り組んでいる産業でも、適切な知財戦略が欠

かせない。また、韓国のＩＰハブ構想にみられるように、特許シ

ステムも国際的なサービス競争に晒されている。司法制度を含め

た権利行使が国際水準からみて不十分と判断されれば、グローバ

ル企業は日本の特許システムから去っていくおそれがあり、残念

ながら、こうした懸念は一部で顕在化しつつある。したがって、

日本の特許システムを再点検し、国際的な求心力を更に高めるこ

とが必要である。そうした中で、特許システムの国際調和につい

ては、着実に実績を挙げてきており、2001 年に特許庁は審査情報

を外国特許庁に提供する仕組みをスタートさせ、2006 年に日本の

提唱により日米間で始まった特許審査ハイウェイは、既に 25 か

国・地域に拡大している。今後も、将来の英語審査も視野に、特
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許分類を始めとする国際調和を進め、日本が世界の特許システム

をリードしていかなければならない。 

また、国際標準については、オープン・イノベーションの拡大

と並行し、デジュールのみならずフォーラムやデファクトも含む

「ルール作り」が国際競争のかぎを握るに至っているが、これま

で日本の産学官のリーダーにおける国際標準の戦略的重要性に対

する認識は、一部の専門家の努力にもかかわらず十分には浸透し

ていなかった。そこで、当本部は、関係府省と民間関係者が一体

となった戦略構築を急いできたが、更に厳しい国際競争に立ち向

かうためにも、ルール作りの内側に入り込み、中長期的視点で人

財を育て、適切な認証体制を構築することが急務となっている。 

他方、個々の制度的課題を超えて、総合的な知財マネジメント

がますます重要となっている。これまで日本企業では、知財は経

営や研究開発に従属して権利取得手続を行う副次的なものと位置

付けられていた。しかし、今日では、知財戦略と経営戦略と研究

開発戦略とが三位一体となったグローバルな企業戦略こそが激し

い国際競争での生き残りに欠かせない。数を競う単純な権利取

得・確保ではなく、事業構想や研究開発段階から多次元的な知財

マネジメントを適切に行い、自ら仕掛けることも必要となる。こ

うした広範で高度な知財マネジメントを担う「知財マネジメント

人財」の育成・確保が極めて重要になっている。 

こうした認識を踏まえ、「知的財産推進計画２０１２」において

は、知財イノベーションのための総合戦略を強力に推進する。グ

ローバル・ネットワーク時代に対応し、我が国の知財システムの

競争力を高めるとともに、国際標準化を含む総合的な知財マネジ

メントの実現により、我が国が世界に誇る技術力・デザイン力・

ブランド力を最大限に発揮してイノベーションを創成し、我が国

の国際競争力の強化につなげる。同時に、最先端の知財マネジメ

ント人財を養成する場の形成や知財マネジメント戦略研究拠点の

整備を含め、新たな時代に対応する知財人財を加速的に育成・確

保する「知財人財育成プラン」を強力に実行する。 

 

第二に、「ソフトパワーの活用」に関しては、デジタル・ネット

ワーク時代が到来し、ボーダーレスな世界市場が誕生する中、優

れたコンテンツを保護する著作権制度が難しい課題に直面してい

るのが現状である。技術革新で情報の複製と転送のコストがほぼ
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ゼロとなり、複製情報が世界中に容易に伝播する環境の下で、優

れたコンテンツの創造という知的活動の源泉が枯渇しないよう、

知識の共有と同時に著作権を適切に保護する新たな発想と展開が

必要とされている。 

また、「知的財産推進計画２０１１」で戦略の柱に据えたクール

ジャパンについて、海外展開の取組に厚みと広がりを増しつつ、

総合的に拡大・強化することが重要である。こうした海外展開の

際に民間企業にとっては情報不足によるリスクや体制整備の負担

が障壁となるため、例えば、官民一体でモデルとなる成功事例を

示すことで、後続の挑戦を増やし、更なる成功事例を積み重ねて

いくことが必要である。さらに、コンテンツ特区を活用して映像

制作のロケを誘致し、海外からの関心を高めて訪日機会の飛躍的

増加を目指すことは、東日本大震災からの創造的復興にも大いに

資するものとなる。 

こうした認識を踏まえ、「知的財産推進計画２０１２」において

は、日本を元気にするコンテンツ総合戦略を力強く推進する。デ

ジタル・ネットワーク時代の世界の変化を大きなチャンスと捉え、

新ビジネス・新市場の創出に向けた環境整備を加速し、日本の活

力を高めていく。同時に、クールジャパンは、世界を魅了できる

重要な知的資産であることから、こうしたソフトパワーを最大限

に活用し、アジアを始めとする海外展開や訪日旅行の促進を有機

的に推進し、我が国の新たな経済成長の原動力としていく。 

 

今こそ、次の 10 年を見据え、個々の制度や個々の担当府省の守

備範囲を超えた総合的かつ包括的な知的財産戦略が求められてい

る。そこで、本部長である総理のリーダーシップの下、グローバ

ル・ネットワーク時代に日本が堂々と歩を進められるよう、国際

競争力強化に資するために、上記の２つの総合戦略を大きな柱と

して、知的財産基本法第 23 条に基づき、「知的財産推進計画２０

１２」を策定する。以下、各論を示すが、「いつまでに」、「誰が」、

「何を」実施するかを工程表で明確にしながら、多岐にわたる戦

略を確実に実行していく。 
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Ⅱ 国際競争力強化に資する２つの知的財産総合戦略 

 

１．知財イノベーション総合戦略 

 

【成果イメージ】(2020 年) 

 

○知的財産の活用を促進し、世界に先駆けた新規事業を創出する。

＊ 

○技術輸出額：約 2 兆円（2010 年度） → 約 3 兆円 ＊ 

○グローバルに活躍するニッチトップ事業を多数輩出する。＊ 

○中小企業による輸出額：約 10 兆円（2010 年） → 約 14 兆円 ＊ 

○研究開発・事業化戦略と連携した戦略的な国際標準化の推進や知

的財産権の獲得・活用を通じて、産業競争力を強化しつつ国際標

準化特定戦略分野において世界市場を獲得する。＊ 

 （＊は「知的財産推進計画 2010」で設定したもの。以下、同様。） 

 

【目標指標】（2020 年） 

 

○国際特許出願において、我が国が国際調査を管轄する国を、アジ

ア地域を中心として拡大する。 

○海外事業展開に対応してグローバルな特許を低コストかつ効率

的に取得できる環境を整備し、特許の海外出願比率を高める。＊ 

・日米欧韓中の五大特許庁間における共通の特許審査基盤を整備

する。 

・海外特許出願に対する特許審査ハイウェイ（PPH）利用可能率

を高める。（約 70％(2010)→約 87％(2011)→90％） 

○中小・ベンチャー企業における特許制度利用者の裾野を拡げる。 

（新たに特許出願をした中小・ベンチャー企業数（累計）：約 3 万

社）＊ 

○中小・ベンチャー企業による海外出願件数を増やす。（約 0.8 万

件(2011)→1.2 万件以上）＊ 

○国際標準化戦略内のロードマップに示されたアクションプラン

を着実に履行し、各特定戦略分野の産業競争力を強化する。 

○国際標準化機関における幹事国引受け件数を増加させる。（75 件

(2012)→150 件）＊  
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① グローバル時代の知財システムを追求する。 

 

【情勢認識】 

 

グローバル・ネットワークの形成をめぐる競争が激しさを増す

中で、企業は、より予見性が高く、より安定した「知財システム」

の構築を求めており、各国の「知財システム」の間の競争もまた

激化している。 

米国は、2011 年に、これまで堅持してきた「先発明主義」を改

め、グローバル・スタンダードである「先願主義」に移行すると

いう歴史的な決断を行った。中国における特許出願件数は、2010

年には 40 万件に迫り、我が国を追い抜き、2011 年には米国を抜

いて世界第 1 位に躍り出た。そして、2015 年には特許、実用新案

及び意匠の出願を合計 200 万件に引き上げることを目標に掲げて

いる。欧州は、2011 年に、ＥＵ特許制度の導入に向けて本格的な

検討を開始した。韓国は、ＩＰハブ構想を掲げて、国際知財秩序

の形成誘導に動き出すとともに、2011 年には知識財産基本法を制

定し国務総理を委員長とする国家知識財産委員会を新設し、任期

付審査官の採用を開始している。 

他方、近年、知的財産権の侵害の手法の高度化、デジタル技術

の発展などにより、模倣品・海賊版による知的財産権の侵害が増

大する中で、日本の提唱に端を発し、知的財産権の執行に関する

より効果的な枠組みであるＡＣＴＡ（偽造品の取引の防止に関す

る協定）の発効に向けた取組が進められている。 

新興国が生産拠点としても市場としても存在感を増す中で、企

業がグローバルにビジネス展開を行う上で、現地での知財問題を

無視できなくなっている。 

また、日本を含む先進国がリードしてきた世界の「知財システ

ム」においても、新興国の影響はますます大きくなっている。 

このような中で、我が国は、五大特許庁の一翼としても、世界

において主要な地位を維持・向上するとともに、アジアにおいて

も先導的な役割を果たさねばならない。そのために、我が国の「知

財システム」の整備を一層図りながら、各国との競争と協調の中

で、我が国産業の国際競争力の強化に資するようグローバル知財

システムの構築を一層リードすることが必要である。 
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（イ）国際的な知財システムの強化 

  

【施策例】（注：以下、「短期」とは１～２年、「中期」とは３～４

年で実施する事項である。） 

 

・特許制度の国際調和の推進 

特許制度調和の議論のベースを提供するため、我が国のリード

により、五大特許庁会合の枠組みを活用して、制度・運用の国

際比較を行い、その分析結果を活用して提言を行いつつ、特許

制度調和を推進する。(短期・中期) （経済産業省） 

・国際的な予備審査の推進 

アジア諸国を始めとする外国発の国際特許出願について、我が

国が国際調査を管轄する国の拡大を推進する。これらの国や国

内からの英語による国際特許出願に対し、英語での国際的な予

備審査を推進する。 (短期・中期) （経済産業省） 

・特許審査ハイウェイの新興国への拡大 

特許審査ハイウェイ（PPH）を、アジアを始めとする新興国に

更に拡大する。（短期・中期) （経済産業省） 

・国際審査官協議の推進 

世界各国の特許制度、審査実務及び特許分類の調和を進めるた

め、欧米を始めとした特許庁に審査官を派遣し、中長期滞在す

る審査官協議を実施する。(短期・中期) （経済産業省） 

・国際的な特許出願手続に係る利便性の向上 

各国で異なる国内出願手続の統一及び簡素化を目的とした「特

許法条約」への加入を視野に入れ、出願人の利便性向上に資す

る手続の見直しの検討を行うとともに、海外出願の促進に向け

た国際的な特許出願手続に係る制度整備を進める。（短期）（経

済産業省、外務省） 

・意匠の国際登録に関するヘーグ協定加入に向けた取組の推進 

我が国企業が海外において意匠権を取得する際の手続・コスト

負担を軽減するため、意匠の国際登録に関するヘーグ協定への

加入に向けた検討の結果を踏まえ、国内制度の利便性向上の検

討を含めた同協定加入のための取組を推進する。(短期・中期) 

（経済産業省、外務省） 

・意匠の保護対象の拡大に向けた検討の促進 

３Ｄデジタルデザインを含む意匠の保護対象の拡大について
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検討し、速やかに結論を得る。(短期) （経済産業省） 

・商標の保護対象の拡大に向けた検討の加速 

音や動きを含む新たな商標への保護対象拡大についての検討

結果を踏まえて、適切な法的措置の在り方について成案を得る。

(短期) （経済産業省） 

需要者に提供される商品や役務の品質などを証明する標識を

保護するための商標制度の在り方について検討を行う。(短期) 

（経済産業省） 

・知財制度の整備・運用改善の働きかけの強化 

二国間・複数国間の交渉の機会を活用し、相手国の知財制度の

整備・運用の改善を促し、産業界の要望を踏まえた知的財産の

保護が達成されるよう働きかけを強化する。(短期・中期) （外

務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省） 

・途上国及び新興国の知的財産環境整備 

グローバルな知的財産環境の整備を進めるため、途上国・新興

国のニーズや制度の整備状況を踏まえ、人財育成を含む適切な

支援を実施する。(短期・中期) （経済産業省、警察庁、法務

省、外務省、財務省、文部科学省、農林水産省） 

・模倣品・海賊版対策の推進 

ブランドの価値を国際的に保護するため、ＡＣＴＡ（偽造品の

取引の防止に関する協定）の早期締結・発効に向けて準備を進

めるとともに、アジアを始めとする諸外国に対し、ＡＣＴＡへ

の参加拡大を促す。（短期・中期）（外務省、経済産業省、文部

科学省、総務省、法務省、財務省） 

模倣品・海賊版の防止に向けて、アジアを始めとする諸外国の

知的財産関係者が討議を行う模倣品・海賊版対策に関する会議

及びセミナーを国内外で開催する。（短期・中期）（外務省、財

務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省） 

 

（ロ）我が国の知財システムの競争力の向上 

 

【施策例】 

 

・英語による特許審査を含むグローバル化に対応する特許審査体

制の強化 

増加する英語による国際特許出願、国際水準の品質管理及び
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ユーザーニーズに応じた審査タイミングでの審査結果の提供

を始め、グローバル化に対応する特許審査体制の強化を図る。

(短期・中期) （経済産業省） 

・企業の知財戦略に対応するタイムリーな権利保護 

標準化や市場動向を視野に入れた企業の経営戦略及び知財戦

略を支援するため、企業ニーズに応じたタイムリーな特許権の

設定を可能とする仕組みについて、諸外国の状況やユーザー

ニーズを踏まえた検討を行い、結論を得る。(短期・中期) （経

済産業省） 

・職務発明制度を始めとした知財管理の在り方の検討 

職務発明制度について、国内外の運用状況を調査・分析し、従

業者発明の取扱いを含めた望ましい知財管理の在り方につい

て検討を行い、結論を得る。(短期・中期) （経済産業省） 

・特許権の安定性の向上 

中国語や韓国語を含む非日本語特許文献の比率が急速に高ま

り、審査順番待ち期間の短縮により公開前に審査される特許出

願が増加する中で、国内外の情勢を踏まえて、特許権の安定性

を向上させる方策の検討を行い、結論を得る。(短期・中期) （経

済産業省） 

 

② イノベーションを創出するために総合的な知財マネジメントを

積極的に活用する。 

 

【情勢認識】 

 

世界では、多くの産業分野において、産業構造が変化し、ビジ

ネスモデルの変容と多様化が進展している。 

欧米の勝ち組企業は、イノベーションを経済発展の原動力とす

るプロイノベーション政策の下、製品・サービスを展開する上で

の基幹部品・ソフトなどプラットフォーム部分を押さえた上で、

周辺領域を開放し、新興国を含む多くの企業に、製造や汎用部品

の供給を競わせ、製品全体のコストを削減し、グローバルに普及

を進めることを始めとして種々の画期的な産業モデル・ビジネス

モデルや知財・標準マネジメントを駆使して、世界の産業を先導

している。例えば、米国の大手電子機器メーカーは、単純な外観

デザインの洗練のみではなく、直感的な操作を誘導する使い勝手
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の良いユーザーインターフェースを実現するデザインを工夫して、

テクノロジーと融合したスマートフォンを開発、製品の爆発的な

普及に成功した。スマートフォンの製品単体だけではなく、ネッ

トワーク・サービスと融合したビジネスモデルを形成し競争力を

強化している。また、英国半導体関連会社は、性能競争が盛んで

あった中で、独自に省電力プロセッサのアーキテクチャに特化し、

著作権を中心としたライセンスビジネスを通じてデファクト化し、

携帯電話分野を制している。 

他方、我が国企業は、高い技術力を有し、製品開発はもとより

市場開拓や国際標準化を主導し、初期段階では圧倒的な市場シェ

アを確保しながら、少なからぬ分野で、グローバル市場での大量

普及ステージになると市場撤退への道を余儀なくされている。か

つて我が国の電気・電子製品は自動車と並んで日本の貿易の中で

大きな割合を占めていたものの、海外勢との価格競争に巻き込ま

れて競争力を失い、大手家電メーカーは苦境に立たされている。

日本が「すり合わせ」に代表される技術によって優位を保ってき

た製造業の分野では、グローバルなオープン・イノベーションの

進展により、競争力の低下にさらされており、さらに、様々な他

産業においても同様の状況が生じることが予想される。 

イノベーションモデル自体の変容と多様化が加速する中で、従

来型の知財の創造、保護・権利化、活用で構成される「技術起点

型サイクルモデル」を踏まえながらも、同時に、この流れとは逆

回りに、事業戦略を出発点として、戦略実行を可能とする製品・

サービスの設計や、知財群を巧みに使いこなす知財マネジメント

による競争力のデザインや、知財資源の調達方法（例えば、自ら

知財を創造するのか、他社からライセンスを受けるか）から構成

される「事業起点型サイクルモデル」に基づく戦略を重点化し、

併用することが重要になっている。 

すなわち、技術起点のテクノロジードリブンのみならず、事業

起点の事業デザインドリブンの競争戦略への重点化が求められて

いるのである。 

このような観点から、我が国の大学の世界最先端の「知」や大

企業や更に中小・ベンチャー企業の優れた技術力・デザイン力・

ブランド力を産業競争力につなげていくには、従来のような研究

開発成果の事後的な権利化のみならず、より高度で総合的・戦略

的な知財マネジメントを駆使して、イノベーションを創出する必
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要がある。すなわち、戦略的な国際標準化の先行的な取組を始め、

テクノロジー・デザイン・ブランドの複合的な保護・活用、ライ

センスによる他社の市場参入の誘導を前提とした知財の権利化や、

あえて権利化を行わないノウハウ秘匿を使い分け、組み合わせて、

技術流出の適切な防止を図りつつ、我が国への「知」の流入を促

進することが重要である。 

 

（イ）テクノロジー、デザイン、ブランドを含む総合的な知財マネ

ジメントの強化 

 

【施策例】 

 

・世界最高水準の知財戦略の研究の推進 

我が国の技術力・デザイン力・ブランド力を最大限に発揮して

イノベーションを創出するため、国内外の情報の収集・分析及

び人的ネットワークの形成を図りつつ、日本の国際競争力強化

の観点から事業戦略に資する知財マネジメントを研究・分析す

る場を整備し、企業の事業戦略の構築に貢献するため、研究成

果を展開する。(短期・中期) （経済産業省） 

・デザイン・意匠活用の普及 

デザイン戦略と融合した知財活用の促進を図るため、先進的な

デザイン・意匠の活用事例をまとめ、普及する。(短期・中期) 

（経済産業省） 

・技術とデザインによる製品の付加価値向上 

地域中小企業に対して、デザイン活用を知財マネジメントの側

面から支援し、地域中小企業の製品の付加価値を向上する取組

を推進する。(短期・中期) （経済産業省） 

・デザイン産学連携 

美術・デザイン系大学の知財マネジメント体制を整備するため

に、高度な知見を備える広域大学アドバイザーの派遣を進める。

(短期・中期) （経済産業省） 

・技術流出防止に向けた対応の強化 

技術流出に関する実態について、調査・分析を行い、技術流出

防止に関する取組を推進する。（短期）（経済産業省） 

・営業秘密に対する意識向上 

関係団体と連携し、経営者・技術者に対して、不正競争防止法
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上の不正行為の範囲や営業秘密の管理に関して周知すること

により、営業秘密に対する経営者・技術者の意識向上を図る。 

(短期) （経済産業省） 

・営業秘密管理の課題を具体的に改善するための支援 

2011 年度に改訂された営業秘密管理指針を参考にし、中小・

ベンチャー企業を始めとして企業において適切に営業秘密の

管理がされるよう、専門家による無料相談を含む個別支援を行

う。（短期）（経済産業省） 

 

（ロ）イノベーションの創出に資する戦略的な国際標準化活動の強

化 

 

【施策例】 

 

・７つの特定戦略分野における国際標準化戦略の実行 

産業競争力強化のために次世代の産業モデルを踏まえて改訂

された国際標準化戦略を実行するとともに、各特定戦略分野に

おける国際標準化活動の自律的展開に向け、進捗・効果を継続

的に確認する。また、新たな特定戦略分野の選定を検討する。

（短期・中期）（内閣官房、内閣府、総務省、文部科学省、厚

生労働省、経済産業省、国土交通省、環境省） 

国際標準化に関する国際会議やフォーラムについて、官民で責

任体制を明確化しつつ、適切にフォローアップするとともに、

情報発信や人的関係の構築を進め、可能な限り、議長や幹事と

いった中心的な役割を担うことを目指す。関係府省は、必要な

支援策を講ずるとともに、高度の専門的な知識・経験を有する

職員を育成・活用する。（短期・中期）（内閣官房、内閣府、総

務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、環

境省、外務省） 

・新たな国際標準化提案制度の構築 

我が国から迅速な国際標準化提案を行うことを可能にする、新

たな国際標準化提案制度を構築する。（短期）（経済産業省） 

・国際標準化活動に関する財政支援 

国際的な標準化機関での標準化活動への参画を促進するため

の財政的支援について、民間の活動状況も踏まえ、強化する。

（短期・中期）（総務省、経済産業省、国土交通省） 
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・先進技術に関する認証スキームの構築支援 

我が国の産業競争力強化のため、安全性・性能を始めとした認

証が重要である。生活支援ロボットやＬＥＤ照明を始めとして、

先進技術に関する実効的な認証体制の迅速な構築に向け、必要

に応じ、認証機関や試験機関の参画を通じて、これら機関の技

能の向上を促すとともに、高度な専門性が必要な場合には、知

見を有する公的研究機関による支援を含む適切な施策を講ず

る。（短期・中期）（総務省、文部科学省、厚生労働省、経済産

業省、国土交通省、環境省） 

・中小・ベンチャー企業の戦略的な国際標準化に関する取組の支

援 

中小・ベンチャー企業の国際展開に資するため、国際標準化・

認証に関する情報提供・啓発を進めるとともに、国際標準化活

動への参画や国際標準への適合に向けた取組に対する支援体

制について検討し、結論を得る。（短期）（経済産業省） 

 

 （ハ） 産学連携の強化 

  

【施策例】 

 

・大学知財本部・ＴＬＯ機能の最適配置 

産学連携活動の効果や効率性の適切な評価指標の本格的な運

用を開始するとともに、大学知財本部・ＴＬＯの在るべき姿に

向けた検討を深め、評価の結果も踏まえて、その再編・強化に

ついて、検討を促進し、結論を得る。（短期・中期）（文部科学

省、経済産業省） 

・大学や産学共同研究における知財マネジメントの推進 

知財プロデューサーの派遣により、産学共同研究の初期段階か

ら知財マネジメントを強化する。（短期）（経済産業省） 

ライフサイエンス分野での先行事例を参考に、大学及び公的研

究機関などの特許をパッケージ化し、投資機関の支援を通じて

大学の知的財産を活用する仕組みを促進する。(短期・中期) 

（文部科学省） 

・効率的な研究活動への枠組みの推進 

リサーチ・アドミニストレーター（研究資金の調達や知財活用

など研究開発をマネジメントする人財）を、研究開発支援の専
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門職として位置付け、定着に向けた支援を促進する。(短期) 

（文部科学省） 

・営業秘密に関する大学における普及啓発 

産学共同研究における、学生を始めとした特許法の職務発明規

定の対象とならない者の発明の取扱いや営業秘密の管理につ

いて、契約で明確化する必要性に関して、普及啓発を促進する。

（短期）（文部科学省、経済産業省）  

 

（ニ）中小・ベンチャー企業の知財活動の強化 

 

【施策例】 

 

・多段階選抜方式のＳＢＩＲの推進 

先端的なベンチャーを育成し、科学技術の成果を事業化につな

げる仕組みとして、ＳＢＩＲ（Small Business Innovation 

Research）における多段階選抜方式の導入を推進する。新たに

フィージビリティスタディの運用を支援する措置を講じると

ともに、各府省の研究開発予算のうち一定割合又は一定額につ

いて、多段階選抜方式の導入目標を設定することを検討する。

(短期) （内閣府、経済産業省、総務省、文部科学省、厚生労

働省、農林水産省、国土交通省、環境省、警察庁、防衛省） 

・中小企業の総合的支援体制の充実 

知財総合支援窓口を中核として、商工会・商工会議所、金融機

関、大学技術移転協議会と連携して、中小企業の総合的な支援

体制を充実する。(短期・中期) （経済産業省） 

・中小企業の総合的支援の強化 

知財総合支援窓口において、弁理士や弁護士を含む専門家、海

外展開支援に資する海外知財プロデューサーの活用を通して、

中小企業のニーズに応じ、グローバル展開のためのアドバイス

を行うことを含め、中小企業の総合的知財マネジメントのサ

ポートを強化する。(短期) （経済産業省） 

・特許出願に不慣れな中小企業に対する支援の促進 

知財総合支援窓口において、特許出願に不慣れな中小企業のた

めに弁理士費用の予見可能性を高める出願支援策（「知財コン

ダクター支援」）を促進する。(短期) （経済産業省） 

・中小企業のグローバル展開支援の推進 
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グローバル展開が盛んになる中で、中小企業が新興国に事業展

開する上で現地の知財情報が不可欠となる。このため、海外展

開に必要な知財関連情報を集積したデータバンクを構築・活用

し、知財総合支援窓口・海外知財プロデューサーと連携して情

報を提供・共有する。中小企業にとって負担が大きい外国出願、

翻訳、海外調査及び侵害に係る支援を充実する。(短期) （経

済産業省） 

・中小・ベンチャー企業の戦略的な国際標準化に関する取組の支

援【再掲】 

中小・ベンチャー企業の国際展開に資するため、国際標準化・

認証に関する情報提供・啓発を進めるとともに、国際標準化活

動への参画や国際標準への適合に向けた取組に対する支援体

制について検討し、結論を得る。（短期）（経済産業省） 

・技術流出防止に向けた対応の強化【再掲】 

技術流出に関する実態について、調査・分析を行い、技術流出

防止に関する取組を推進する。（短期）（経済産業省） 

・営業秘密に対する経営者・技術者の意識向上【再掲】 

関係団体と連携し、経営者・技術者に対して、不正競争防止法

上の不正行為の範囲や営業秘密の管理に関して周知すること

により、営業秘密に対する経営者・技術者の意識向上を図る。 

(短期) （経済産業省） 

・営業秘密管理の課題を具体的に改善するための支援【再掲】 

2011 年度に改訂された営業秘密管理指針を参考にし、中小・

ベンチャー企業を始めとして企業において適切に営業秘密の

管理がされるよう、専門家による無料相談を含む個別支援を行

う。（短期）（経済産業省） 

・中小企業の知的財産に対する研修機会の促進 

新興国の産業財産権制度や模倣対策セミナーの充実を図り、中

小企業のグローバル展開、販路拡大に向けた取組を強化する。

(短期) （経済産業省） 

中小企業経営層、金融機関、税理士・中小企業診断士に対する

知財啓発に向けて、知的財産権の制度の概要や実務上必要な諸

制度についての説明会を実施する。(短期) （経済産業省） 

 

③ 次世代の知財人財を育成し確保する。 

 



19 
 

【情勢認識】 

 

産業構造やイノベーションモデルが変容・多様化したことによ

り、産業モデル・ビジネスモデルやそれを支える知財マネジメン

ト自体が変容・多様化した現下の状況においては、求められる知

財人財も必然的に変容せざるを得ない。 

特に、従来からの主として国内の知的財産権の取得・維持・管

理に直接的に関わる「知財専門人財」の育成と併せて、イノベー

ション戦略に基づきグローバルにイノベーションを創出し、国際

競争力の強化に資するような形で、事業戦略に巧みに適切かつ先

行的・実践的に知財を活用できる「知財活用人財（知財マネジメ

ント人財）」にまで、知財人財の育成の重点を広げなければならな

い。 

また、今後、企業の製造・調達拠点や販売拠点の海外進出に伴

い、知財部門のグローバル展開が一層加速する。グローバルマー

ケットの形成に伴い、知財マネジメントが、グローバルビジネス

を前提としたものとなるため、知財機能は、多拠点での分散・協

調型に移行する動きが避けられない。このため、知財人財は、従

来の国内人財の「国際化」による「国際知財人財」の育成に加え、

国内外に限らずグローバルに採用された世界で活躍する「グロー

バル知財人財」の育成・確保が不可欠である。 

 

（イ）知財マネジメント人財の育成 

a.事業戦略的な知財マネジメント人財を養成するための場の形成 

 

【施策例】 

 

・事業戦略的な知財マネジメント人財養成カリキュラムの提供 

海外の講師の招へいも視野に入れた国際競争力の強化に貢献

するハイレベルな知財人財の育成・確保に向けたコース（例、

グローバルな知財マネジメント・エグゼクティブコース）を

設置するよう促す。(短期・中期)（文部科学省、経済産業省） 

 

b.知財マネジメント戦略に関する研究の推進 

 

【施策例】 
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・知財マネジメント戦略研究拠点の整備 

国内外情報の収集・分析及び人的ネットワークの形成を図り

つつ、日本の国際競争力強化の観点から事業戦略に資する知

財マネジメントを研究・分析する場の整備を進める。その研

究・分析過程を通して、優れた事業戦略性を有する知財人財

を養成する。(短期・中期)（経済産業省） 

・事業戦略的な知財マネジメントの研究・分析結果の利用促進 

知財マネジメントを研究・分析する場において研究・分析さ

れた情報を国内外に発信しつつ、広く共有し各種研修内容に

反映させるよう促す。(短期・中期)（文部科学省、経済産業

省） 

  

c.中小・ベンチャー企業における知財人財の育成・確保 

 

【施策例】 

 

・知財総合支援窓口・ビジネス支援図書館を活用した知財人財

育成 

知財総合支援窓口における相談対応を通じた知財人財の育成

とともに、ビジネス支援図書館を含む各地の公共図書館が、

必要に応じて知財総合支援窓口の協力も得つつ、知的財産の

活用に資する情報提供や相談を通じて、地域の中小企業にお

ける知財人財の育成に貢献することを奨励する。(短期・中期)

（文部科学省、経済産業省） 

・知財人財育成のための検定制度の活用 

知的財産管理技能検定において、中小・ベンチャー企業の知

的財産管理が可能な人財の育成に留意したものとなるよう試

験実施機関における検討を促していく。(短期・中期)（厚生

労働省） 

 

（ロ）グローバル知財人財の育成 

a.グローバル・ネットワーク時代に対応するための審査体制の構築 

(a)グローバル・ネットワーク時代に対応する体制の構築 

 

【施策例】 
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・多言語時代における人財育成 

国際的に通用する安定した権利の設定、国際的な制度・運

用・分類の調和、アジアを始めとした新興国の知財システム

整備、我が国企業の国際展開の支援のため、英語を中心とし

た多言語に対応できる能力を備えた人財の育成を図る。(短

期・中期)（経済産業省） 

・先進国を含めた海外の知財制度を深く理解する人財の育成 

海外の知財情報を収集・分析し、国際的な制度・運用・分類

の調和の推進や、企業の海外展開の支援のため、先進国やア

ジアなど新興国の知的財産法を始めとする経済法や知的財

産制度の運用に詳しい人財を育成する。(短期・中期)（経済

産業省） 

・国際議論をリードする人財の育成・配置 

我が国に利益となる国際的な制度構築のため、手続面及び実

体面での国際的議論をリードする人財を育成・配置する。(短

期・中期)（経済産業省） 

・新興国の知財システムの整備を支援する人財の育成・確保 

アジアを始めとした新興国に適切な知財システムの整備を

実現するために、新興国の知財制度や機械化状況に詳しい人

財を育成・確保する。(短期・中期)（経済産業省） 

 

(b)審査・審判の品質を向上する体制の整備 

 

【施策例】 

 

・審査品質の管理を行う人財の育成・確保 

グローバル出願が増加する中で、主要国の特許庁は審査の品

質の向上とそのための品質管理に注力してきており、品質管

理のための体制も整備されている。一方、我が国における審

査の品質管理への対応は必ずしも十分でなく、諸外国に比べ

遅れている。今後、特許庁においても国際的に通用する安定

した権利の設定を行うために、品質管理体制の強化を図ると

ともに、国際水準での品質管理を担う人財の育成・確保を行

う。(短期・中期)（経済産業省） 

・法律的専門性の高い審査官及び事務官の育成 
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国際的に通用する安定した権利設定を行うことができるよ

う、関係法令や判例に精通した法律的専門性の高い審査官及

び事務官を育成する。(短期・中期)（経済産業省） 

・審理の質を維持・向上するための審判官の法律的専門性の向

上 

知財紛争解決に密接に関連する当事者系審判において、審理

手続も含め審理の質を維持・向上させるため、口頭審理の一

層の充実を促進するとともに、法曹人財を活用した審判官の

研修を拡充し、法律的専門性の向上を図る。(短期・中期)（経

済産業省） 

・事業起点型の知財戦略に資する特許審査官の育成 

企業が国際競争力を高めていくためには、核となる事業に関

するパテントポートフォリオの構築に向け、特許網を適時に

権利化していくことが重要となっている。こうした情勢変化

を踏まえ、法令や技術の知識のみならず、ビジネスの素養を

持つ特許審査官の育成を図る。(短期・中期)（経済産業省） 

・技術対応幅の広い特許審査官（審判官）の育成 

近年の技術開発や技術の革新的な進歩に伴い、技術の複合化

が進んできている中で、国際的に通用する安定した権利設定

をするため、一人の特許審査官（審判官）がカバーする技術

範囲をより広げるようにすることを含め、特許審査官（審判

官）の技術知識を更に拡充し、技術対応幅の広い特許審査官

（審判官）を育成する。(短期・中期)（経済産業省） 

・任期付審査官の知見や能力の活用 

変化する国際情勢や企業の知財戦略に対応し、日本の国際競

争力を高めるため、2014 年以降も、特許庁の内外において任

期付審査官の知見や能力を最大限活用する。(短期・中期)（経

済産業省） 

 

b.グローバル競争時代の企業の事業活動に資する専門家の育成・確

保 

 

【施策例】 

 

・グローバル競争時代の企業へのサービスの拡充に向けた弁理

士の活動機会の拡大 



23 
 

グローバル化に対応できる弁理士を育成するため、例えば、

海外の知的財産に関する業務への参画を含め、海外の制度・

運用に関する知見を深めるための場の充実を図る。(短期・中

期)（経済産業省） 

中小・ベンチャー企業も含む多様な事業活動に貢献できる弁

理士を育成するため、例えば、知財総合支援窓口の関連業務

への参画を進め、知財マネジメント能力を含めた幅広い能力

向上に向けた場の充実を図る。(短期・中期)（経済産業省） 

 

（ハ）知財人財の裾野の拡充 

 

【施策例】 

 

・各分野の産業に関係する政府職員に対する知財教育 

各分野の産業に関係する政府職員を主な対象として、関係府省

の協力を得ながら、国際標準化戦略も含めた知的財産戦略につ

いての研修を実施する。(短期・中期)（内閣官房） 

・教員に対する知財教育研修の充実 

教育委員会及び関係部局に対し、教員に新学習指導要領に沿っ

た知的財産の取扱い方を適切に修得させるために、教員研修を

始めとする機会を活用して知的財産に関する内容を扱うよう

促す。あわせて、教員が知的財産の取扱い方を適切に修得する

ことができるよう、教育委員会及び関係部局に対し、教員研修

への講師派遣を始めとした協力を行う。(短期・中期)（文部科

学省、経済産業省） 

・学校・地域における知財教育の推進  

地域の住民や子供たちを対象とした科学技術の教育・普及啓発

活動の一環として知的財産を取り扱うことを支援するため、こ

れらの活動に対する弁理士を始めとした知財人財の派遣を促

進する。(短期・中期)（文部科学省、経済産業省） 

 

（ニ）知財人財育成プラン推進体制の整備 

 

【施策例】 

 

・研修機能の強化 
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知財人財育成に関する協議会に対し、国際標準や知的財産マネ

ジメントに関するセミナーの定期的な開催や参加者及びテー

マの充実を促す。(短期・中期)（内閣官房、文部科学省、経済

産業省） 

・政策提言機能の充実 

知財人財育成に関する協議会に対し、知財マネジメント人財育

成を検討するため、参画機関・委員の拡充を促す。(短期・中

期)（内閣官房、文部科学省、経済産業省） 

 

 

２．日本を元気にするコンテンツ総合戦略 

 

【成果イメージ】(2020 年)  

 

○デジタル・ネットコンテンツビジネス(新規ビジネス含む)の市場

規模:約 1.5 兆円(2010 年) → 約 7兆円 ＊ 

○日本にとってのクールジャパン関連産業の市場規模: 

 約 4.5 兆円（2009 年）→ 17 兆円（2020 年） 

 

【目標指標】(2020 年) 

 

○書籍、放送番組の 8 割程度が電子媒体でも配信される。* 

○著作権侵害コンテンツの流通量を 8 割程度減少させる。* 

○日本のコンテンツのグローバル配信ビジネスが確立し、売上が

1,000 億円を超える。* 

○児童生徒が授業の場において、１人１台の各種情報端末を活用し

てデジタルコンテンツを自在に利用できるようになる。* 

○アジア市場において、日本のコンテンツを核として、新たに年間

1 兆円の収入を獲得する。* 

○年間の訪日外国人旅行者数：約 620 万人（2011 年）→2500 万人 

○我が国の国際見本市への外国人来訪者数：約 6.5 万人（2010 年）

→30 万人 

○諸外国におけるコンテンツ規制の解禁・緩和を実現する。* 

○延べ 1万人のクリエーターが小・中学校を訪問する。* 

 

① コンテンツの世界展開を支えるデジタル・ネットワーク社会の
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基盤整備を進める。 

 

【情勢認識】 

 

デジタル化・ネットワーク化の進展に伴い、ボーダーレスな世

界市場が誕生する中で、電子書籍やクラウド型サービス、ソーシャ

ルメディアといった新たなビジネスチャンスが生じている。また、

スマートフォン、タブレット端末、スマートテレビといった新し

い情報端末が次々に登場し、コンテンツのプラットフォーム間で

のグローバルな競争が激化している。ＩＴは社会や生活を大きく

変える可能性があり、情報通信機器やシステムの機能や形態が発

展していく情勢を先取りして、日本発のより斬新なプラット

フォームやサービスを生み出すための環境整備が求められている。

我が国のコンテンツ産業にとっては、海外飛躍に向けた大きな

チャンスであり、新ビジネス・新市場を創出し、生き残っていく

ための正念場でもある。 

経済発展を遂げつつあるアジア諸国は、巨大なコンテンツ市場

に成長する可能性を持っている。我が国は、この市場の健全な成

長に寄与しつつ、日本のコンテンツをビジネスとして展開してい

かなければならない。このような状況の中で、我が国におけるコ

ンテンツの創造という知的活動の源泉が枯渇しないよう、著作物

の公正な利用の促進とともに著作権を適切に保護するための環境

整備が求められている。また、アジアを始めとする諸国において、

正規配信を阻害するインターネット上のコンテンツ侵害対策の強

化を相手国の官民と協力・連携しつつ推進する必要がある。さら

に、クラウド型サービスはビジネスや公共サービスのスタイルを

変えつつあり、大きな発展が見込めるサービス分野である。日本

発のクラウド型サービスを発展させるため、法的リスクを解消し、

環境整備を図っていく必要がある。 

デジタル化・ネットワーク化への対応は、通商政策上も大きな

課題となっており、ＥＰＡ（経済連携協定）や、知的財産関係の

国際機関における著作権制度を始めとする各種国際交渉において、

国益を最大限に追求していくことが重要である。 

また、利便性で将来の知的活動のスタイルを大きく変える可能

性のある電子書籍や、知へのアクセスを容易にするデジタル・アー

カイブは、過去の知的資産を活用し、コンテンツの新たな創造を
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導くための知のインフラであり、これらの普及促進に向けた取組

を積極的に進めていかなければならない。 

さらに、新しい情報端末の普及やクラウド型サービスの発展に

伴い、映像を始めとするコンテンツの通信量が増大して、海外や

移動通信での視聴に遅延やロスが生じるといった問題が指摘され

ている。国内から世界に向けたコンテンツの高速配信を達成する

上で、コンテンツ流通を支える情報通信インフラの在り方の検討

が大きな課題となっている。 

デジタル化・ネットワーク化への対応の遅れは、コンテンツの

海外展開にも深刻な影響を与えるものであり、今後、世界市場の

中でビジネスチャンスを失わないよう、グローバル企業のエコシ

ステムも参照しつつ、デジタル・ネットワーク社会において我が

国がどの分野で勝っていくかを見極めつつ、環境整備を進める必

要がある。 

また、生まれた時からコンピュータやインターネットのある生

活環境の中で育ってきたデジタルネイティブ世代の自由な発想と

創造力を活かした活動を積極的にコンテンツの創造につなげてい

くことが重要である。 

このため、著作権制度の整備を図るとともに、インターネット

上のコンテンツ侵害対策への対応と同時に正規配信に向けた取組

を進めていく。また、電子書籍の本格的な市場形成やコンテンツ

のアーカイブ化を図るとともに、デジタル化・ネットワーク化の

進展に対応した新ビジネス・新市場の創出や人財育成のための環

境整備を進めていく。これらの施策を進めるに当たっては、ネッ

トワーク上のコンテンツ強化に向けて、政府が一体となった取組

が不可欠であり、知的財産戦略本部とＩＴ戦略本部の適切な連携

を図っていくことが重要である。 

 

（イ）デジタル化・ネットワーク化に対応した著作権制度の整備及

びコンテンツ侵害への対応の強化 

 

【施策例】 

 

・社会経済の変化に柔軟に対応した著作権制度の整備 

デジタル化・ネットワーク化の進展に機敏に対応するとともに、

知的財産の保護・活用に関する国際的な交渉の状況を踏まえつ
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つ、著作権保護期間の延長、間接侵害に係る差止請求範囲の明

確化、私的録音録画補償金制度の見直しを含め、著作権制度上

の課題について検討を行い、必要な措置を講じる。（短期・中

期）（文部科学省） 

・インターネット上のコンテンツ侵害対策と正規配信の総合的推

進 

コンテンツ侵害対策を強化するため、ＣＯＤＡ（一般社団法人

コンテンツ海外流通促進機構）を始めとした取組を通じて、侵

害発生国におけるエンフォースメントの一層の強化や、海外

サーバ上の侵害コンテンツの迅速な削除を進める。（短期・中

期）（経済産業省、総務省） 

著作権侵害発生国において、インターネット上のコンテンツ侵

害対策と正規配信の普及促進を一体的に行うＣＯＤＡを始め

としたマッチングの取組を支援する。（短期・中期）（経済産業

省） 

2011 年に実施したプロバイダ責任制限法の検証結果に基づく

省令改正やガイドライン改定の内容について、関係者への周知

を図るとともに、これらの取組後のコンテンツ侵害の状況を注

視することを含め、インターネットサービスプロバイダ（ＩＳ

Ｐ）や権利者団体によるコンテンツ侵害対策に関する継続的な

取組を進める。（短期・中期）（総務省） 

 

（ロ）電子書籍の本格的な市場形成及びコンテンツのアーカイブ化

の推進 

 

【施策例】 

 

・電子書籍の本格的な市場形成 

電子書籍の流通促進と出版物に係る権利侵害への対応を図る

ため、「出版者への権利付与」に関し、電子書籍市場に与える

影響や法制面における課題について検証・検討し、必要な措置

を実施する。（短期）（文部科学省） 

オープン型電子出版環境を実現するため、電子書籍交換フォー

マットの標準化や国内外での普及促進を図る。また、閲覧

フォーマットとして日本語への拡張仕様を採用したＥＰＵＢ

３.０の我が国への普及促進を進める。（短期・中期）（総務省、
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経済産業省） 

ボーンデジタルを含む電子書籍市場の基盤形成を図るため、民

間事業者による協同の取組に対する支援を通じて、著作物のデ

ジタル化やコンテンツ流通を促進する。（短期・中期）（総務省、

経済産業省） 

デジタル・ネットワーク社会における出版物の利活用の更なる

推進に向けて、２０１０年６月の総務省、文部科学省、経済産

業省による３省共同懇談会報告後の成果やその後の国内外の

動向を踏まえた新たな課題と工程を整理・検討する。（短期）

（総務省、文部科学省、経済産業省） 

また、上記の整理・検討結果を踏まえて、必要な措置を実施す

る。（中期）（総務省、文部科学省、経済産業省） 

・コンテンツのアーカイブ化とその活用促進  

国立国会図書館のデジタル化資料について、公立図書館などへ

の配信のための著作権制度上の措置を行うとともに、家庭など

への配信に向けた著作権処理の促進に当たり課題となる事項

の整理などを行うための事業を実施し、所要の措置を講ずる。

（短期）（文部科学省） 

散逸、劣化の危険性の高い作品の保存に資するよう、ゲーム、

マンガを始めとするメディア芸術作品の所在情報データベー

スを整備するとともに、デジタル・アーカイブ化を推進する。

（短期・中期）（文部科学省） 

デジタル・アーカイブの一元的な活用を促進するため、アーカ

イブに関する博物館、図書館及び公文書館の連携の取組を進め

るとともに、東日本大震災のデジタル・データを一元的に検

索・利用できるポータルサイトを構築する。（短期）（総務省） 

ＮＨＫオンデマンドサービスを含むＮＨＫの番組資産の活用

を一層促進するとともに、財団法人放送番組センターを通じた

民間の放送番組のアーカイブの拡充・活用に向けた取組を支援

する。（短期・中期）（総務省） 

 

（ハ）新ビジネス・新市場の創出及び人財育成のための環境の整備 

 

【施策例】  

 

・コンテンツ流通を支える情報通信インフラの整備 
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コンテンツ事業者が日本から世界に向けてコンテンツを高速

配信するための課題や情報通信インフラについて遅延といっ

た課題を利用者側の視点に立って見据え、コンテンツ事業者の

意見を聴きつつ、情報通信インフラの整備の在り方を検討する。

（短期）（総務省） 

・クラウド型サービスのための環境整備 

クラウド型サービスの環境整備については、スマートフォンや

タブレット端末といった複数の情報端末での同一コンテンツ

の利用が進んでいることも踏まえ、新ビジネス・新市場の創出

の観点を含め、著作権制度上の私的複製や間接侵害の範囲の明

確化とも関連した法的リスクの解消を含む課題の整理・検討を

行い、必要な措置を実施する。（短期）（文部科学省、総務省） 

・インターネットによる海外配信の円滑化 

インターネットを通じたコンテンツの海外配信を促進するた

め、放送コンテンツの海外展開における権利処理に関するガイ

ドラインの普及啓発や権利処理一元化の更なる促進に向けた

実証実験を進める。（短期）（総務省） 

・プラットフォームの環境整備 

テレビ放送の視聴に加え、インターネットを経由した双方向の

映像視聴や各種サービス・アプリケーションの利用が可能とな

る、いわゆるスマートテレビに関して、各種の実証実験を通じ、

我が国が先行して主導的な役割を担える領域を中心に技術規

格を標準化し、国内外への普及を促進する。（短期・中期）（総

務省） 

スマートフォンや電子書籍端末といった新しい情報端末を用

いて利用するコンテンツの供給や流通に関する競争政策上の

問題点について、関係事業者との意見交換やヒアリングを行い、

情報収集に努めるとともに、引き続き競争の実態を注視する。

（短期・中期）（公正取引委員会） 

・教育の情報化の推進 

児童生徒１人１台の情報端末によるデジタル教材の活用を始

めとする教育の情報化の本格展開を目指し、義務教育段階にお

ける実証研究を促進する。（短期・中期）（文部科学省、総務省） 

2011 年度から順次実施される新しい学習指導要領に基づき、

学校教育における情報モラル教育（情報社会で適切に活動する

ための基となる考え方や態度を身に付けるための教育）や、コ
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ンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を適切か

つ実践的、主体的に活用できるようにするための学習活動に関

する取組を推進する。（短期・中期）（文部科学省） 

・ＩＴ人財の育成 

情報技術を活用して社会の具体的な課題を解決できる人財を

育成するため、大学や産業界による全国的なネットワークを形

成し、実際の課題に基づく課題解決型学習を含む実践的な教育

を推進する。（短期・中期）（文部科学省・総務省） 

 

② クールジャパンを推進しソフトパワーを強化する。 

 

【情勢認識】 

 

「グローバル・ネットワーク時代」が到来し、製品や情報が素

早く世界に普及・伝播する時代だからこそ、個性豊かな文化の香

りを届ける多様性に富んだコンテンツへの興味が世界中で格段に

高まっている。 

我が国のコンテンツや食、ファッションも強い国際競争力を持

つ優れた知的資産であり、長い歴史が培ってきた文化や歴史を背

景に、諸外国の人々の心に訴える深みと豊かさを持っている。ス

トーリー性豊かな日本のアニメが諸外国で大人気を博すなど、

クールジャパンに代表される日本の美意識や優れた文化的伝統は、

世界で多くの共感を得ている。 

クールジャパンとして世界にアピールできる日本文化の魅力そ

のものについて、海外展開やインバウンド（海外から日本への観

光やビジネスの誘致）を進め、我が国への興味、関心や憧れを涵

養することは、関連産業の発展に限らず、官民のあらゆる対外活

動における日本の存在感と発言力を増す強力なソフトパワーとな

る。 

また、クールジャパンの海外展開は、その存在価値の更なる認

知につながるだけでなく、日本への憧れや関心を高め、コンテン

ツや食などの更なる需要拡大に加えて、最先端の日本の製品や

サービスを始めとする大規模な需要を誘発し、日本の経済産業力

の強化につながる可能性を有している。 

このため、対象国のニーズや特色に応じて、クールジャパンの

対象同士や、コンテンツと製品・サービスの融合、コンテンツを
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けん引役としたインバウンドの推進など、広くパッケージ化した

クールジャパンの融合化戦略を通じて、アジアを始めとする海外

への展開の突破口となる成功モデルを創出することが重要である。 

これらの取組は、スピード感を持って、強力に海外へ浸透させ

ていくことができるかどうかが成否を分ける。官民一体でのトッ

プセールスを行うことを含め、対象国にとって影響力の大きいハ

イレベルでの働きかけが重要である。その際、製品やサービスの

背景にあるものづくりの精神やおもてなしの気持ちをストーリー

として併せて発信することが効果的である。 

一方で、我が国には日本人自身が十分には気付いていないが、

世界の人々を魅了することができるクールジャパンの素材が数多

く眠っている。このため、クールジャパンの新分野の展開や、クー

ルジャパンらしさの源流となる日本の匠の持つ優れた「わざ」や

その美意識、こだわりを追求し、クールジャパンの拡充を進めて

いかなければならない。 

以上の取組を関係府省が役割分担と連携を図りつつ、統一感を

もって進め、官民一体となってクールジャパンの発掘・創造、発

信、拡大及び基盤整備を含む好循環のサイクルをより大きく、よ

り早く回すことによって、クールジャパン戦略のステージアップ

を図っていく必要がある。 

 

（イ）クールジャパンのグローバルな発信 

 

【施策例】 

 

・官民を挙げた海外展開の成功事例の創出 

中国、インド、インドネシアを始め、市場規模の拡大が期待さ

れるアジア諸国を中心に、海外展開を図るコンテンツ分野の

ターゲットを絞り、市場開拓のモデルとしてコンテンツ産業と

消費財産業の融合を始めとした海外展開の取組を推進する。

（短期）（経済産業省、総務省、外務省、文部科学省、農林水

産省、国土交通省） 

・日本のソフトパワーの認知向上のためのコンテンツ海外展開 

海外における日本のソフトパワーの認知向上のため、海外放送

メディアの活用により、日本の文化、スポーツ、製品を含め、

日本の魅力が詰まった映像コンテンツを製作し、発信する取組
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を支援すると同時に、権利処理の円滑化によって、インター

ネットを通じて海外から視聴できる仕組みを構築する。(短期) 

（総務省、経済産業省） 

日本コンテンツの英語版やアジア言語版について、翻訳コスト

の負担軽減や、国際共同製作の機会の創出への支援を通じて、

日本の文化発信や対日イメージの向上を目指したローカライ

ズを進める。（短期）（総務省、文部科学省、経済産業省） 

・国内外のイベントを活用したクールジャパンの発信 

ロンドンオリンピック、各国との周年事業といった国際イベン

トや観光分野のダボス会議と称されるＷＴＴＣグローバルサ

ミットといった国内で開催される国際会議を含むイベントを

活用するとともに、クールジャパンに関する情報を発信する

ポータルサイトにより、クールジャパンの積極的な発信に取り

組む。（短期・中期）（内閣官房、総務省、外務省、文部科学省、

農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

 

（ロ）クールジャパンの人気の拡大・定着 

 

【施策例】 

  

・インバウンドの推進 

日本へのインバウンドの推進のため、ワンストップで海外から

のロケ撮影隊を支援する窓口主体の活動を支援する。また、海

外向けの総合案内冊子の普及やポータルサイトの活用といっ

た国内へのロケ撮影の誘致促進のため、外国語での情報発信を

推進する。（短期・中期）（経済産業省、文部科学省、国土交通

省） 

アジアにおけるコンテンツ産業拠点都市の創造を目指す「札幌

コンテンツ特区」について、ロケ撮影誘致を促進するモデルと

して、拠点形成に向けた重点的な取組を推進するため、規制の

特例措置を含む特区構想の実現に向けた支援策を検討し、必要

な措置を講じる。（短期・中期）（内閣官房） 

国内外の優れたクリエーターの受入れや海外コンテンツ事業

者の誘致により、コンテンツの創造拠点を整備することや、日

本の優れた文化や伝統とコンテンツを融合してコンテンツ産

業の振興を図るといった新たなコンテンツ特区の形成に向け
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た取組を支援する。（短期・中期）（文部科学省、経済産業省） 

我が国を舞台にした映像制作の拡大を目指し、各地のフィルム

コミッションと連携してロケ地の誘致を促進する地域の取組

を支援する。また、国内でロケ撮影を行う国際共同製作に対し

てインセンティブを付与する仕組みを検討する。（短期・中期）

（文部科学省、経済産業省、国土交通省） 

・地理的表示保護制度の導入 

我が国の高品質な農林水産物・食品に係る地理的表示（ＧＩ）

の保護制度を導入し、ブランドイメージを保護するとともに、

輸出促進を図る。（短期・中期）（農林水産省、経済産業省、財

務省） 

・模倣品・海賊版対策の推進【再掲】 

ブランドの価値を国際的に保護するため、ＡＣＴＡ（偽造品の

取引の防止に関する協定）の早期締結・発効に向けて準備を進

めるとともに、アジアを始めとする諸外国に対し、ＡＣＴＡへ

の参加拡大を促す。（短期・中期）（外務省、経済産業省、文部

科学省、総務省、法務省、財務省） 

海賊版・模倣品の防止に向けて、アジアを始めとする諸外国の

知的財産関係者が討議を行う海賊版・模倣品対策に関する会

議・セミナーを国内外で開催する。（短期・中期）（外務省、財

務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省） 

新興国の産業財産権制度や模倣対策セミナーなどの充実を図

り、中小企業のグローバル展開、販路拡大に向けた取組を強化

する。（短期）（経済産業省） 

・農林水産物・食品の模倣品対策の推進 

我が国の農林水産物・食品の高い評価に便乗した模倣品などの

増加に対応するため、これらの情報把握及び共同対応を行う農

林水産知的財産保護コンソーシアムの取組を支援する。（農林

水産省）（短期・中期） 

・クールジャパンの拠点形成 

日本、中国及び韓国の３か国内で、毎年「東アジア芸術創造都

市」（仮称）を定め、文化人や芸術家の参加により、地域振興、

クリエイティブ産業育成、観光振興といった観点も含めて文

化・芸術活動を集中的に実施し、対外発信するプロジェクトを

推進する。（短期・中期）（文部科学省） 

国内外のアーティスト、デザイナーといったクリエイティブな
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人財が集まるクリエイティブ・シティにおける活動や、外国人

芸術家を招へいした国内拠点であるアーティスト・イン・レジ

デンス事業を通じて、国内の創作活動の拠点を形成する。（短

期・中期）（文部科学省、経済産業省） 

 

（ハ）クールジャパンらしさを追求した新たな発掘・創造の推進 

 

【施策例】 

 

・世界市場を狙うコンテンツの企画開発 

コンテンツの海外展開を支援するＡＮＥＷ（株式会社 All 

Nippon Entertainment Works）を通じて、映画や放送番組を始

めとする世界市場を狙うコンテンツの企画開発を促進するこ

とにより、海外展開の成功事例の創出を加速する。（短期・中

期）（経済産業省） 

国際映像見本市や国際映画祭を始めとするクールジャパンの

国際見本市の国内開催を推進し、日本が誇る技術力や企画力の

マッチングを図ることで、日本コンテンツの海外展開を推進す

る。（短期・中期）（総務省、外務省、文部科学省、経済産業省、

国土交通省） 

・クールジャパンの新分野展開及びブランド化 

日本製品の優れたインダストリアルデザインや、日本らしさを

表現した建築デザインを始めとする産業上のデザインの情報

発信を強化しつつ、世界に向けてクールジャパンとして打ち出

していくための取組を推進する。（短期・中期）（内閣官房、経

済産業省、国土交通省） 

日本国内の隠れたクールジャパンを集めブランド化し、中小企

業を始めとする海外販路を開拓する取組を支援する。（短期・

中期）（農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

国民から広くクールジャパンに関する新しいアイデアを募集

するとともに、スマートフォンやタブレット端末を始めとする

新しい情報端末を観光に活用するといったビジネスの創出に

つなげる取組を促進する。（短期）（経済産業省、国土交通省） 

・クールジャパンらしさの源流の発掘 

クールジャパンらしさの源流となる日本の匠の持つ優れたも

のづくりの「わざ」を多面的な知識の集積として捉え、情報の
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保護に留意しつつ、暗黙知を形式知に見える化することや、技

術・技法を記録・活用することにより、保存や伝承、普及を促

進する。（短期・中期）（農林水産省、経済産業省） 

 

（ニ）クールジャパンの基盤の整備 

 

【施策例】 

 

・官民一体となった連携体制の整備 

海外に根強く存在する日本コンテンツや産品のファンとも連

携しつつ、在外公館を中心に、現地関係機関や民間が連携して、

海外でのクールジャパンに関する情報の国内へのフィード

バックを含め、クールジャパンに関する活動の支援を行うため

の体制を整備する。（短期・中期）（外務省、総務省、文部科学

省、農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

・コンテンツや食に関する諸外国の規制緩和・撤廃 

二国間や多国間の協議・交渉において、映画・放送番組といっ

たコンテンツや食に関する規制を文化・産業面での大きな参入

障壁として捉え、協議・交渉全体の中で、規制の緩和・撤廃を

優先度の高い課題として取り上げ、強力に働きかける。（短期・

中期）（外務省、経済産業省、総務省、文部科学省、農林水産

省） 

・クリエーターの裾野拡大 

クリエーターによる学校訪問を通じて、児童生徒の頃からメ

ディア芸術を含めた様々な芸術文化表現を体験することによ

り、コミュニケーション能力や作品の真の価値を見極める能力

を涵養する。(短期・中期)（文部科学省） 

クールジャパンを支える人財の裾野を拡大する観点から、子ど

もたちが様々な表現手法を通じてクールジャパンを体験する

ワークショップの開催を進める。（短期・中期）（文部科学省） 

2011 年度から順次実施される新しい学習指導要領に基づき、

学校教育における創造活動や知財教育を実施する。（短期・中

期）（文部科学省） 

・クールジャパン人財の育成 

大学において、留学生を含む学生が知的財産を正しく理解し、

創造性の育成と知的財産を尊重する態度を身に付けることが
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できるよう、各大学の自主的な取組を促進する。また、学生交

流の枠組を活用し、日本人学生が留学先の国において、日本語

指導支援や日本文化の紹介活動を行う取組の促進を図る。（短

期・中期）（文部科学省） 

クリエーターの在外研修制度や、専修学校、大学及び業界団体

による産学連携コンソーシアムを活用して、グローバルに活躍

するプロデューサーを始めとする専門人財の育成強化を図る。

(短期・中期) （文部科学省） 

ミュージアムによる教育普及活動を推進するため、ミュージア

ム・エデュケーターを始めとするミュージアムの人財育成に取

り組む。（短期・中期）（文部科学省） 

コンテンツの海外展開を支援するＡＮＥＷの事業展開を通じ

て、コンテンツのグローバル展開に精通した弁護士を含む専門

人財の育成を図り、国際的な交渉を進めるためのノウハウの蓄

積を図る。（短期・中期）（経済産業省） 
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Ⅲ 戦略実施の工程表（附表）（今後作成予定） 

 

＜参考１＞クールジャパン関係施策一覧（今後作成予定） 

 

＜参考２＞知的財産推進計画２０１１の実施状況 

 

＜参考３＞最近の知的財産戦略の８大成果 
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最近の知的財産戦略の８大成果 
 

成果１ 日本政府として初めて総合的な国際標準化戦略を策定 

・民主党政権下において、日本政府として初めて総合的な国際標準

化戦略を策定し、実行に移した。近年の「技術で勝って事業で負

ける」構造から脱却し、産業競争力を再強化するため、７つの最

重要分野（先端医療、水、次世代自動車、鉄道、エネルギーマネ

ジメント、コンテンツメディア及びロボット）で、内閣がリード

して、関係府省・関係業界と一体的に戦略を策定した。22 回のタ

スクフォースを集中的に開催し、最重要分野を担当する政府関係

者及び関連業界・学界の国際標準化への意識が格段に向上した。 

・平成 23 年３月、「アジア基準認証推進事業」（平成 22 年度補正 9.9

億円、平成 23 年度予算 1.8 億円）を立ち上げ、主に中国、韓国、

タイ、マレーシア及びシンガポールとの共同研究開発を通じてア

ジア地域との国際標準化・認証での合従連衡を目指している。 

 

成果２ 内閣主導での総合的なクールジャパンの推進 

・従来各省で実施されていたコンテンツ支援施策に、食や観光など

を加え、内閣主導の下、総合的なクールジャパンを政府で統一的

に推進する体制を構築し、実行に移している。 

・平成 22 年 10 月に「クールジャパン推進に関する関係府省連絡会

議」（知財担当大臣政務官が議長）を発足させ、政治主導の下で、

関係府省の情報共有と協力の枠組みを構築した。平成 23 年３月に

「クールジャパン推進に関するアクションプラン」を取りまとめ、

同年５月に大震災を踏まえた大幅改定を行い、関係府省で取組を

進めている。 

・具体的には、総務省では、地域発の番組を 44 本製作し、平成 23

年１月のダボス会議（スイス）や４月のジャナドリヤ祭（サウジ）

等で放映し、その結果、ダボス会議に参加した台湾企業が、番組

を購入して航空会社 20 社に再販売し、世界中で機内放映されてい

る。 

経済産業省では、平成 23 年８月以降、対象国のニーズに即した

クールジャパンの海外展開を順次実施している（８カ国、平成 23

年度予算 12 億円）。 

（参考３） 
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 外務省では、在外公館を中心に現地関係機関、民間企業が参加す

る「クールジャパン支援現地タスクフォース」を 11 か国 13 都市に

て設置。情報共有、連携の場として、平成 23 年 9 月以降順次活動

を開始している。 

・平成 23 年９月、政府として統一的に取り組むロゴ・メッセージを

発表。二次補正予算（11 億円）、三次補正予算（１億円）を確保し、

平成 23 年 12 月以降、国内外でのイベントを含むクールジャパン

推進のための事業を関係府省と一体的に順次実施している。（内閣

官房知財事務局） 

・平成 23 年６月に成立した総合特別区域法に基づき、12 月には、地

域活性化総合特区としてアジアのコンテンツ産業拠点都市を目指

す「札幌コンテンツ特区」を指定し、映画・放送番組の道路上の

ロケ撮影許可の規制緩和や海外からのロケ撮影隊の支援を行う統

一窓口の設置を目指している。 

 

成果３ 日本政府提唱の知的財産権侵害の防止に関する新協定 

・日本が平成 17 年の G8 サミットで提唱した「偽造品の取引の防止

に関する協定」（ＡＣＴＡ）は、日米を含む 11 ヶ国・地域による

交渉の結果､平成 22 年 10 月の東京会合において大筋合意し、平成

23 年４月に協定文が確定。同年月には仙台で「ＡＣＴＡ国際シン

ポジウム」を開催し、10 月には東京で署名式（日米を含む８か国

が署名）を開催した（本年１月にはＥＵも署名）。 

日本は本協定の寄託国を務めており、関係国と協力して、協定の

早期発効を目指すとともに、アジア地域を始めとした非交渉参加国

に対して本協定への参加を働きかける。本協定によって、模倣品・

海賊版対策が強化されることが期待される。 

・ゲームソフトの不正利用で使われるアクセスコントロール回避装

置の提供行為に対する規制強化を目的として、規制対象を拡大す

るとともに、輸出入を禁止し、これらの違反行為に対して刑事罰

を科すため、平成 23 年３月に関税法を、５月に不正競争防止法を

改正した（著作権法の改正法案を国会に提出中)。 

 

成果４ 中小企業に優しい特許システムの構築 

・平成 23 年４月、中小企業の特許出願を支援する「ワンストップ相
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談窓口」を全国 47 都道府県に設置。特許出願に不慣れな中小企業

のために、類似技術調査や発明提案書の作成指導などを行うほか、

弁理士費用を含む出願費用の予見性を高める取組（「ＩＰコンダク

ター支援」）を行い、中小企業の権利取得を親身に支援する体制を

整えた。 

・平成 22 年４月、中小企業のグローバル出願を支援する助成制度の

対象に意匠及び商標を追加した。同年 11 月から、同制度の運用柔

軟化を図り、平成 23 年９月には全国 26 センターまで支援が拡大

した（従来はセンター側負担の関係で10センターに留まっていた）。 

・平成 23 年５月、特許法を改正し、中小企業の特許料減免期間を３

年から 10 年間に延長した（平成 24 年４月施行予定。イメージと

して、３年間で約 0.5 万円減免から 10 年間で約 11 万円減免。）。

同年８月に、特許審査請求料を引き下げた（平均的に審査請求料

を約 20 万円から約 15 万円へ約 25％引下げ）。 

 

成果５ 電子書籍や放送番組配信の推進 

・平成 22 年６月、総務省・文部科学省・経済産業省の３省共同懇談

会が、デジタル・ネットワーク社会における出版物の利活用の推

進に向けて提言。これを受け、平成 23 年９月、国内出版社 20 社

が電子書籍の普及促進を目的とする出版デジタル機構の設立を合

意。 

・総務省の支援で、平成 23 年３月、様々なプラットフォームや端末

が採用する多様なフォーマットへの変換を可能とする電子書籍交

換フォーマットが策定された。 

・総務省の支援により EPUB 日本語拡張仕様が策定され、平成 23 年

10 月、IDPF（国際電子出版フォーラム）が当該仕様を採用した

EPUB3.0 を確定した。 

・平成 22 年７月から、映像コンテンツ権利処理機構（aRma）が、総

務省の支援で一元的な実演家の権利処理業務を開始していること

もあり、放送番組の電子配信が加速化している。例えば、NHK では、

オンデマンドの配信番組数が平成22年度に約1万3千件と増加（前

年度比約 16％増）した。平成 22 年７月から、民放で初めてフジテ

レビが全枠ドラマ配信を開始した。平成 23 年８月にはキー局 5 社

と電通がインターネット TV 上の共同配信について基本合意した。 
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成果６ 海外向けコンテンツファンドの創設 

・平成 23 年 10 月、本邦コンテンツの海外展開支援のため、産業革

新機構は、60 億円を出資する All Nippon Entertainment Works

を設立した。新会社は、国内の魅力あるストーリーを基に、米国・

アジア市場向けの映画の企画開発業務を実施し、世界に通用する

作品づくりを支援する。 

 

成果７ 営業秘密やライセンス契約者の保護強化とデジタル・

ネットワーク時代に対応する著作権法の整備 

・平成 23 年５月、営業秘密侵害事件に関し、刑事裁判で営業秘密が

公になることを懸念して被害企業が告訴をちゅうちょすることが

ないよう、刑事裁判手続において申出に応じて営業秘密を公にし

ないことができる新たな仕組みを導入する不正競争防止法の改正

を行った。 

・他者の特許を利用するライセンスを受けた者は、特許庁に事前に

登録していない場合に、事業買収などで特許権を譲り受けた者か

ら差止請求をされると、事業が継続できないおそれがあった。特

に、知財の知識や交渉力に乏しい中小企業では、死活問題となる

ことが懸念された。平成 23 年５月、ライセンスを受けた者が、事

前登録なしで、突然の差止請求に対抗できる制度（いわゆる「当

然対抗制度」）を導入する特許法改正を行った。 

・平成 23 年１月、デジタル・ネットワーク時代に対応するため、文

化審議会著作権分科会において法制化に向けた最終報告を取りま

とめ、政府の方向性を決定した。これを受け、個別具体的に権利

制限規定を限定列挙している現行の著作権法に、柔軟な対応が可

能な権利制限の一般規定を導入する改正法案を国会に提出中。 

 

成果８ 特許制度の国際調和推進～米国特許法の先願主義への

歴史的転換と中国との特許審査ハイウェイの開始～ 

・知的財産戦略本部は、設置当初から特許制度の国際的な制度調和

の取組を進めてきており、特許庁を中心に欧州とともに米国に働

きかけてきた。その結果、平成 23 年９月、米国で従来の先発明主

義から先願主義に移行する画期的な米国特許法改正が実現した。 
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・中国において、我が国企業の技術の迅速かつ質の高い特許権によ

る保護を可能とするため、我が国が主導して働きかけを行い、日

中間の特許審査ハイウェイ（ある国で特許と判断された出願につ

いて別の国が早期に審査を行う制度）を、平成 23 年 11 月から世

界に先駆けて開始した。 

 

以 上 



情報通信技術人材に関するロードマップの概要

１ 経 緯
○ 先進諸国に遅れを取っている情報通信技術（ＩＴ）の利活用の促進、災害リスクに強いシステムの構築等のため、情報通信技術人材の育成が急務。本ロードマッ

プは、新たな情報通信技術戦略に基づき、情報通信技術人材育成に関して産学官の関係者による今後の取組の指針とすべく策定するもの。

２ 「情報通信技術人材」に関する考え方
① 情報通信技術人材の概況

・情報通信技術に関する業務に従事している「情報通信技術人材」の総数は約100万人と推計されている。

② ロードマップの構成

・情報通信システムの供給側及び利用側における人材の現状及び今後の見通し、大学・大学院・専門学校等の教育について現状を整理し、課題を抽出。これら

の課題を踏まえ、今後、重点的に取り組むべき施策について取りまめる。

３ 情報通信技術人材の現状及び課題
① IT企業における人材の現状及び課題

・プロジェクト管理等の上流工程を担う人材、専門的な知識・スキルを備えた人材は不足しており、これらの人材を重点的に育成することが必要。

② 組込みソフトウェアに係る人材の現状及び課題

・開発工程の上流を担う高度技術者の育成、開発環境エンジニアと開発ツールを使いこなせる技術者の育成等が必要。

③ ユーザー企業等（公共部門を含む）の人材の現状及び課題

・企業経営・公共サービスにおいて情報通信技術の重要性は増しており、情報通信技術人材は量・質の両面で不足。

・情報通信技術の知識・スキルのみならず、業務の内容を踏まえた企画・要件定義や業務委託先を含めた関係者の調整・マネジメントができる能力が必要。

④ 情報通信技術人材に係る教育・研修の現状及び課題

・情報系大学・大学院の履修内容は、個別の知識・技術を深く掘り下げる教育等に主眼が置かれており、実践的な知識・スキルを身につける教育が必要。

４ 取り組むべき施策
①初等中等教育段階の子どもたちに対する取組

・情報活用能力の育成、授業におけるＩＴ活用の促進、情報通信技術に関して資質のある子どもたちに対する取組の充実。

②大学・高等専門学校及び専修学校の情報通信技術に関する教育に対する支援

・産学連携による実践的教育の推進、産学官の連携体制の構築。

③企業等における人材育成の推進

・スキル標準等の普及・高度化、キャリアパスモデルの構築・普及、実践的育成教材等の開発・普及、電子行政推進に向けた人材の育成・確保。

6

参考資料２



ＩＴ防災ライフライン構築の基本方針として考えられる事項（案）

IT防災ライフラインの基本方針課題

1. 災害関連行政情報
の公開と2次利用化

3. 緊急発信・連絡網
の整備

4. 情報防災訓練の徹
底

2. 草の根情報の集約
化・公的活用

5. 防災情報プロトコ
ルの国際化

行政からの情報公開体制の確立
アクセス・検索・二次利用可能性の確立

先端メディアも利用した緊急情報伝達と周知体制
さまざまな自治体・学校/病院/交通などの公共機関及び民間の災害時の取り組み状
態が広く共有できる情報体制の確立

さまざまなデジタルメディアを用いた災害時の情報運用を目的とした防災訓練を実施
する
インターネットを用いた安否確認システムの防災訓練を広く国民と実施する

クラウドソース時代の民間情報の集約体制とその公共利用化の確立
民間情報と行政情報との整合性のある連携体制

国際的に透明な防災情報の発信受信システムの確立
我が国の防災情報システムの国際展開

6. 緊急時の情報イン
フラ稼働の確保

国内の災害時情報インフラ復旧体制の確立
日本と世界をつなぐ情報インフラの災害を想定した体制の確立

第56回IT戦略本部 村井本部員提出資料 参考資料３



（参考））ＩＴ防災ライフラインの具体例

パーソン・ファインダー
（消息情報） ２）
グーグル

災害対策情報 １）
首相官邸ホームページ／ツイッター

【官】の取組み例 【民】の取組み例

電力需給状況および電力逼迫通知 １）
ツイッター

道路通行可能ルートの可視化 ２）
ITS Japan

災害用伝言板と安否
情報の連携 ３）
ドコモ、グーグル

Note:  x) はIT防災ライフラインの基本方針
Source: NTTドコモ、ツイッター、Google、ITS Japan

避難所・安否確認情報 ３）
e- Gov

他保育園・小中学校におけ
る安否確認システムなど
３）

既に動き出している民間と連携し、取組みを加速化



オープンガバメントの推進について

参考資料４

平成２４年５月１０日

内閣官房 情報通信技術（IT）担当室



オープンガバメント（行政情報の公開・提供と国民の政策決定への参加等の推進）

【具体的な検討事項】

オープンガバメント推進に関する方針

・政府としてのオープンガバメントの在り方、具体的な進め方は継続して検討

・情報の公開・提供や国民の政策決定への参加促進において、震災における教訓や国民のニーズ、費用
対効果を踏まえつつ、実施可能なものから随時実施

・今後整備される政府CIO体制の下、オープンガバメント関連施策を府省横断的に強力に推進

・提供する情報の拡充、迅速な情報提供、情報の分かりやすさ、探しやすさの向上
・統計情報、測定情報、防災情報等の2次利用可能な標準的な形式での情報の提供（例:復旧・復興支援制度
データベースなど）、民間での活用促進（例：ライセンスの在り方など）
・ソーシャルメディアの効果的な活用方法の検討
・緊急時においては、携帯電話向け情報提供やネットワーク負荷が少ない形式での提供
・（これらを実現する取組の一環として）e-Govの抜本的な改善、文書管理の電子化（ペーパレス化）、

文書管理システムの利用促進

●国民の意見の収集と政策形成過程への参加の推進

・国民の意見を積極的に収集するとともに、国民が政策形成過程へ参加するための手段としてITを有効
に活用する方策 等

●行政情報の公開・提供

2013年までに、個人情報の保護に配慮した上で、２次利用可能な形で行政情報を公開し、原則としてすべてインターネットで
容易に入手することを可能にし、国民がオープンガバメントを実感できるようにする。（新たな情報通信技術戦略）

政府は、国民の利便性向上や行政運営の透明性向上を図る観点から、行政機関が保有
する情報の積極的な公開・提供に努めてきた

今後は、社会の有益な情報・知見等を政策に活用し、行政の質の向上を図るため、
国民との情報の共有化、政策形成過程の可視化を推進していく

1



復旧・復興支援制度データベース 2012年1月17日運用開始

支援制度
データベース

行政機関の相談窓口 相談者

どんな支援が
受けられるの
でしょうか

府省

地方公共団体

統一様式

どんなことでお困
りですか？条件を
入れて調べてみま

しょう。

こんな支援制度が
受けられるようで
すね。手続きしま

しょう。

行政機関の相談窓口 相談者

新しい支援制度がで
きたという噂を聞いた

が、

自分たちが利用できる
制度は、どこで調べた
らわかるのだろう？

気付かないうち
に、支援制度が
新しくなっていた。

被災者

いろいろあるが、
どれを紹介したら
いいのだろう？

被災者

最新情報の通知
(RSSで配信します）

新しい制度ができた
ようだ。この情報を
紙に印刷して、役所
に相談に行こう！

※参考 新潟県中越地震では、３年間で３２６
の制度が順次追加された

現状

各行政機関の支援制度のデータを標準化し、データベースを構築！

これから

各府省・地方公共団体から
提供される支援制度情報

ワンストップサービス
･様々な機関の支援制度を横断的にすば
やく探すことができるようになる。

最新の支援制度情報
・データベースを利用することで、最新情
報を確認することが可能。

データベースを利用した
民間サービスも可能

http://www.r-assistance.go.jp/

第19回電子行政

に関するタスク
フォース
経済産業省資料
からの抜粋

これまでの冊子などの情報提供に加えて検索サービスを追加

・多くの行政機関から、多くの制度
が提供されている

・新しい制度情報を入手することが
難しい

復旧・復興支援制度データベースは、復旧・復興支援制度を有効に活用していただくために、東日本大震災復興対策本部、内閣官房情報通信技術（ＩＴ）担当室、内閣府防災担当、総務省、
経済産業省が協力して推進しています。運用は、内閣官房情報通信技術（ＩＴ）担当室、経済産業省が担当しております。 2



3

《参考１》公共データに関する著作権処理について

・2012年3月29日開催の電子行政TFにおける「オープンガバメントとライセンシング」に関する報告（クリエイティブコモンズジャパン
常務理事 渡辺智暁氏）では、以下のような意見が示された。

出典：第21回電子行政に関するタスクフォース（2012/03/29）資料1-3（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/denshigyousei/dai21/siryou1_2.pdf）をもとに作成。

項目 内容 行うべきこと、留意点など

なぜライセンスが
必要か

・著作権は「原則利用禁止」のルール →利用したければ、許諾をもらうのが原則

・政府の著作物も原則利用禁止 ※米国では連邦政府の著作物は全て著作権保護の対象外。

・オープンガバメントは「原則利用可能」なコン
テンツを増やす政策

→原則禁止で、利用希望者が個別に許諾を申し込むような仕組み
は不適切

・パブリック・ライセンスによる解決 ※著作権法を改正して著作権の保護対象外にするという方途も一
応ある。

政策目標とライセ
ンス

・広い層の利用を促す →読みやすい、わかりやすいライセンス

→守りやすい条件、幅広い許諾

・検索エンジンなどプログラムで取り扱えるよう
にする

→メタデータにライセンス情報を記載して機械可読性を確保

・法的効力を持つようにする →弁護士などを交えた慎重なドラフティング作業

利用者の視点 ・互換性確保が重要 →ライセンスは初めから統一するか互換性を持たせておく

・互換性確保の試み（例） →Open Government License（英）、License Ouverte（仏）など

・ライセンスのバリエーションを制限する →1種類に統一できるか（多くの政府はできている）

→統一が難しい場合、共通部分とオプションの組合せでバリエー
ションを出すなど、読み手の負担を減らす

ライセンスの難所 ・できるだけ単純明快に（読みやすい）

・できるだけ緻密に（解釈の多義性が少ないように説明を尽くし、定義を強固にする）

・できるだけ柔軟に（様々な利用シーンに適用できる）

その他 ・調達契約段階での公開可能性の担保、サポート体制（利用者・提供者とも）、メンテナンス体制など

表 オープンガバメント推進のための著作権処理及びライセンスのあり方

第23回電子行政に関するタスクフォース

村上臨時構成員資料からの抜粋
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《参考２》公共データの利活用促進の目的

・オープンガバメントの
推進には、公共デー
タ等の利活用の促
進が重要。

・今回の提言は、特に
公共データ等の公開
と利活用促進に焦
点を当てる。

図 オープンガバメント推進の目的

・従来のオープンガバメント推進の目的である「透明性・信頼性向上」、「国民参加・官民協働推進」に加え、公共データ等を活用した
新たなサービス創出など「経済効果」も目的として位置づける。
・その上で、今回提言する戦略では、特に公共データ等の公開と利活用促進に重点を置いたらどうか。

行政の透明性を高め国民の信頼性を向上

・公開する情報の充実やわかりやすさの向上など、公共データ等
の公開をさらに進め、行政の透明性を向上。

・個人情報に配慮しつつローデータ（分析のもととなったデータ）を
積極的に公開することで、国民が自らデータを分析・判断するこ
とを可能に。

官民協働を促進し、行政サービスの効率性と質を向上

・公共データ等を官民で共有することで、「新しい公共」などの官民
協働を促進。行政サービスの効率性と質の向上を実現。

・ソーシャルメディアの活用など、多様な手段で国民に情報提供。
国民の声を把握し施策に反映することで行政サービスを向上。

データを活用した新ビジネス創出と企業効率性向上

・機械可読・二次利用可能な形で公共データ等の公開を進め、官
民のデータを活用した新たなサービスやビジネスを創出。

・これまで入手に費用や手間がかかっていた官民のデータの入
手・活用の利便性を高め、企業等の業務効率性を向上。

経済効果

透明性・
信頼性向上

国民参加・
官民協働推進

第23回電子行政に関するタスクフォース

村上臨時構成員資料からの抜粋
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《参考３》公共データ利活用促進に関する主な論点（案）

①公共データ等の利活用はどのように推進すればいいか

③公共データ等の利活用を推進するための体制整備と人材育成はどのように進めるべきか

②公共データ等の利活用を推進するための環境整備はどのように進めればいいか

・公共データ等の公開と利活用促進に重点を置いた、「オープンガバメント推進のためのデータ戦略（仮称）」を検討する上で、特に
必要な論点を以下に挙げる。

・民間における具体的な活用シーンを明確化し、費用対効果の視点も踏まえ、取り組みを具体化するにはどうすればいいか。

・各府省等において、民間二次利用可能な形での保有データ提供について、可能なものから順次取り組んでいくとともに、地方公
共団体や民間企業等とも連携して、公共データの民間利活用の促進を図り、成功モデルを作っていくにはどうすればいいか。

・オープンガバメントの取り組みについて、PDCAサイクルをまわし、推進していくガバナンス体制を整備するにはどうすればいいか。
（※体制については、別途検討が進んでいる政府CIO制度も念頭に整備を進めることを検討。）

・公共データ等の利活用の推進に必要な人材育成は、どのように進めるべきか。

・現在の各府省等におけるウェブサイト等を活用した情報提供の内容充実やユーザビリティ向上を図るとともに、今後はコンピュー
タ等が読むことや、民間等によるデータの二次利用を想定して必要なデータの公開ルール等を検討し、二次利用可能なデータの
提供を推進するにはどうすればいいか。

第23回電子行政に関するタスクフォース

村上臨時構成員資料からの抜粋




